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6. 全国を概観するリアルタイム地震被害推定・状況

把握システムの開発

6.1   システムの概要

本システムは，K-NET，KiK-net 等の強震観測網

から受信した震度，トリガ波形等から計算した強震

動指標等や気象庁より提供される自治体や気象庁の

観測点の震度を受信・蓄積・解析し，リアルタイム

で被害推定および情報配信を行うシステムである．

図 6.1-1 に示す通り，受信した震度情報，トリガ

波形を元に地震動の推定を行い，その推定結果を元

に震度曝露人口，建物被害，人的被害を推定する機

能を持つ．推定結果の提供の方法として，WEB ペー

ジと WEB API を用意している．

また，図 6.1-2 に示す通り，防災科研外の他機関

の情報提供システムから災害情報を取り入れ，リア

ルタイムでの建物被害推定結果を更新し WEB ペー

ジ上で閲覧する被害状況把握システムを構築してい

る．

図 6.1-1 リアルタイム地震被害推定システムの概要

K-NET
KiK-net

自治体
気象庁

地震動分布

•被害関数を用いた
推定

建物被害・人的被害震度曝露人口

種別、年代別建物モデル
建物内滞留人口モデル

昼間・夜間人口モデル
時間帯別人口モデル

震度情報 強震連続観測
震度情報

観測データ

地盤増幅モデル
全国 関東

東海

2次利用可能な形式での情報提供

Web API
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6.2   地震動推定

K-NET，KiK-net 等の強震観測網から受信した震

度，トリガ波形等から計算した強震動指標等や気象

庁より提供される自治体や気象庁の震度を入力デー

タとし，各観測点の地盤増幅率を考慮し，工学的基

盤上の強震動指標の面的な分布を求め，再度地盤増

幅率を乗じることで，地表面の強震動指標の推定分

布を計算する．

トリガ判定には，トリガオンの判定とトリガオフ

の判定がある．それぞれの判定基準を表 6.2-1 に示

す．判定には震度を利用するが，観測点毎に 10 秒

震度，リアルタイム震度（㓛刀ほか，2013）の最大値

を最大震度として利用する．以下，最大震度と記載

した場合は，10 秒震度，リアルタイム震度の最大値

とする．

トリガオン判定では，複数の観測点から受信した

最大震度情報を使用するため，各観測点の最大震度

をグループでまとめ，そのグループに対して基準を

満たしているか判定している．グループ分けは 10
秒震度情報のパケット時刻またはリアルタイム震度

のパケット送信時刻を使用し，同じ時刻帯の最大震

度が集約される仕組みとしている．またグループ分

図 6.1-2 被害状況把握システムの概要

表 6.2-1 トリガ判定基準

No. 判定項目
判定

タイミング
判定基準

1. トリガオン 1 秒毎 計算時間内（グループ内）に震

度 S 以上の観測点が N 点以上

存在した場合．

2. トリガオフ 1 秒毎 トリガオンしてから Tb 秒経過

した場合．

※震度 S，観測点数 N，Tb は設定値．
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けの方法は，グループのトリガ状態，トリガオンか

らの経過時間によって使用するルールが変わる．震

度情報のグループ分けのケースを表 6.2-2 に，各ケー

スの概要を図 6.2-1，図 6.2-2 に示す．

なお，リアルタイム震度等の強震指標は常時デー

タが流れている状態のため，トリガオフ状態になる

まで受信し，トリガオフ後は別のグループとして管

理される．ただし，リアルタイム震度は 0.0 以上の

みを使用するため，トリガオフ後，震度が 0 より小

さい場合にはグループは作成されない．

表 6.2-2 震度情報グループ分け方法

No.
震度情報グループ

の状態
方法

1. トリガオフ ケース 1 パケット時刻が以下の範囲なら同

じグループとする．

・T1-Tlo 以上～ T1+Tup 以下

※ T1：グループ作成時に処理した

震度情報パケット時刻

※ Tlo，Tup：設定値

2. トリガオンで且つ，

トリガオンしてか

ら Tc 秒未経過

3. トリガオンで且つ，

トリガオンしてか

ら Tc 秒以上経過

ケース 2 パケット時刻が以下の範囲なら同

じグループとする．

・Tbg 以上～ Ted 以下

※ Tbg：グループ内で一番早いパ

ケット時刻

Ted：グループのトリガオン時刻＋

Tc 秒

※ Tc：設定値

時間（T）

①

最初の気象庁震度情報
パケット時刻：T1

T1

Tup秒（設定値）Tlo秒（設定値）

T1-Tlo T1+Tup

パケット時刻が、T1-Tlo以上～T1+Tup以内なら
グループAに属する気象庁震度情報とする。

⑤

気象庁震度情報⑤
パケット時刻：T5

③

気象庁震度情報③
パケット時刻：T3

T3 T5

②

気象庁震度情報②
パケット時刻：T2

T2

④

気象庁震度情報④
パケット時刻：T4

T4

グループA
グループAと異なるグループグループAと異なるグループ ※グループAは気象庁震度情報①、②、③が所属する。

【ケース1】
グループAはトリガオフ状態、または、トリガオンしてからTc秒経過していない状態

時間（T）

①

最初の気象庁震度情報
パケット時刻：T1

T1 T3＋Tc
Ted

⑤

気象庁震度情報⑤
パケット時刻：T5

③

気象庁震度情報③
パケット時刻：T3

T3
トリガオン

T5

②

気象庁震度情報②
パケット時刻：T2

T2
Tbg

④

気象庁震度情報④
パケット時刻：T4

T4

Tc秒（設定値）

パケット時刻が、Tbg以上～Ted以内なら
グループAに属する気象庁震度情報とする。

グループA
※グループAは気象庁震度情報①、②、③が所属する。グループAと異なるグループ グループAと異なるグループ

※グループA内で一番早い
パケット時刻がT2のため
T2 が Tbgになる。

【ケース2】
グループAはトリガオン中でかつ、トリガオンしてからTc秒経過している状態。

図 6.2-1 震度情報グループ分け（ケース 1）

図 6.2-2 震度情報グループ分け（ケース 2）
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また，観測点ごとにトリガ波形から建物被害の推

定に必要な強震動指標を計算する．トリガ波形は，

先頭 5 秒分のデータから平均を計算し，バイアスを

取り除く．トリガ波形から強震動指標を計算すると

きは，先頭 1 秒分のデータに対して，コサインテー

パーをかけ，そのデータを用いて強震動指標を計算

する．波形解析の出力内容一覧を表 6.2-3 に示す．

表 6.2-3  波形解析出力内容一覧

No. 項目

1. 最大加速度（水平）

3. 最大加速度（水平 2 成分合成）

3. 最大加速度（3 成分合成）

4. 最大速度（水平）

5. 最大速度（水平 2 成分合成）

6. 最大速度（3 成分合成）

7. 最大変位（3 成分合成）

8. 震度

9. リアルタイム震度

10. 速度応答スペクトル 周期 0.25 秒

11. 速度応答スペクトル 周期 0.50 秒

12. 速度応答スペクトル 周期 1.00 秒

13. 速度応答スペクトル 周期 2.00 秒

14. 速度応答スペクトル 周期 4.00 秒

15. 速度応答スペクトル 周期 8.00 秒

表 6.2.1-1 強震動指標種別一覧

No. 強震動指標

1. 震度

2. 最大速度

3. 最大加速度

4. SI 値
5. 速度応答スペクトル  周期 0.25 秒

6. 速度応答スペクトル　周期 0.50 秒

7. 速度応答スペクトル　周期 1.00 秒

8. 速度応答スペクトル　周期 2.00 秒

9. 速度応答スペクトル　周期 4.00 秒

10. 速度応答スペクトル　周期 8.00 秒

11. 加速度応答スペクトル　周期 0.50 秒

12. 加速度応答スペクトル　周期 0.52 秒

13. 加速度応答スペクトル　周期 0.54 秒

14. 加速度応答スペクトル　周期 0.56 秒

15. 加速度応答スペクトル　周期 0.58 秒

16. 加速度応答スペクトル　周期 0.60 秒

17. 加速度応答スペクトル　周期 0.63 秒

18. 加速度応答スペクトル　周期 0.65 秒

19. 加速度応答スペクトル　周期 0.68 秒

20. 加速度応答スペクトル　周期 0.70 秒

21. 加速度応答スペクトル　周期 0.73 秒

22. 加速度応答スペクトル　周期 0.75 秒

23. 加速度応答スペクトル　周期 0.78 秒

24. 加速度応答スペクトル　周期 0.80 秒

25. 加速度応答スペクトル　周期 0.83 秒

26. 加速度応答スペクトル　周期 0.85 秒

27. 加速度応答スペクトル　周期 0.88 秒

28. 加速度応答スペクトル　周期 0.90 秒

29. 加速度応答スペクトル　周期 0.93 秒

30. 加速度応答スペクトル　周期 0.95 秒

31. 加速度応答スペクトル　周期 0.98 秒

32. 加速度応答スペクトル　周期 1.00 秒

33. 加速度応答スペクトル　周期 1.05 秒

34. 加速度応答スペクトル　周期 1.10 秒

35. 加速度応答スペクトル　周期 1.15 秒

36. 加速度応答スペクトル　周期 1.20 秒

37. 加速度応答スペクトル　周期 1.25 秒

38. 加速度応答スペクトル　周期 1.30 秒

39. 加速度応答スペクトル　周期 1.35 秒

40. 加速度応答スペクトル　周期 1.40 秒

41. 加速度応答スペクトル　周期 1.45 秒

42. 加速度応答スペクトル　周期 1.50 秒

43. 加速度応答スペクトル　周期 1.55 秒

44. 加速度応答スペクトル　周期 1.60 秒

45. 加速度応答スペクトル　周期 1.65 秒

46. 加速度応答スペクトル　周期 1.70 秒

47. 加速度応答スペクトル　周期 1.75 秒

48. 加速度応答スペクトル　周期 1.80 秒

49. 加速度応答スペクトル　周期 1.85 秒

50. 加速度応答スペクトル　周期 1.90 秒

51. 加速度応答スペクトル　周期 1.95 秒

52. 加速度応答スペクトル　周期 2.00 秒

※速度応答スペクトル，加速度応答スペクトルの減衰定数は 5%

6.2.1   面的な強震動指標の推定

本システムにおいて推定対象の強震動指標種別一

覧を表 6.2.1-1 に示す．

面的な強震動指標推定の流れを以下に示す．

（a） 観測点ごとの震度の値を，変換式を用いて最大

速度に変換する．

（b） 増幅率の値を用いて工学的基盤上の最大速度に

変換する．

（c） 工学的基盤上で面的補間を行い，最大速度分布

を計算する．

（d） 増幅率の値を用いて工学的基盤上の最大速度分

布から地表面の最大速度分布に変換する．

（e） 変換式を用いて，最大速度分布から震度分布を

計算する．

（f） 変換式を用いて，最大速度分布から SI 値分布

を計算する．

（g） 観測点ごとの最大速度の値を元に，変換式を用

いて観測点ごとの加速度増幅率を計算する

（h） 最大速度分布から変換式を用いて加速度増幅率
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分布を計算する．

（i） (g) で計算した増幅率を用いて，工学的基盤上

の最大加速度に変換する．

（j） 工学的基盤上で面的補間を行い，最大加速度分

布を計算する．

（k） (h) の加速度増幅率分布を用いて，地表面の最

大加速度分布に変換する．

強震動指標分布の推定では，(1)，(2)，(3) に示す

方法で，各データの変換を行う．

(1) 計測震度－最大速度変換

以下の藤本・翠川（2005）の式を用いて，計測震度

I と最大速度 PV を相互変換する．

 
 （6.2.1-1）

 （6.2.1-2）

(2) 最大速度－ SI 値変換

以下の式を用いて，SI 値と地表最大速度を相互変

換する． 

 （6.2.1-3）

(3) 推定最大加速度算出方法

地表面の推定最大加速度を算出する方法は，藤本・

翠川（2006）の手法により，基盤最大加速度と地盤増

幅度を掛け合わせて，地表最大加速度を算出する．

 （6.2.1-4）

ARA：基準地盤（Vs=600m/s）の最大加速度に対する地盤増幅度

AVS30：深さ 30m までの地盤平均 S 波速度

PGV：地表最大速度

γ：疑似有効ひずみ

工学的基盤上の強震動指標の推定の際には観測点

ごとの点のデータを 250 m メッシュのデータにする

ために空間補間を行うが，最終報以外は Delaunay
三角補間，最終報は逆距離加重法による補間（IDW
補間）を用いて空間補間を行う．

IDW 補間手法は，ある補間メッシュについて，探

索半径内の観測点の重み付け平均を内挿値として利

用する．そのため，観測値がある観測点のみで内挿

を行うと，推定領域の端となる観測点など周りに他

の観測点が存在しないような領域では推定値の減衰

が起こらずに，期待するよりも広い領域で推定値が

計算されてしまう．これを回避するために，観測点

データの周辺領域の観測点を工学的基盤で値 0 とし

て内挿に利用する．利用する観測点は以下に示す条

件をすべて満たす観測点とする．

• 震度度 2.5 より小さい観測点の 50 km 以内の観

測点である．

• 震度 3.5 以上の観測点からの距離が 50 km 以内

に含まれない．

• 震度 2.5 以上の観測点からの距離が 30 km 以内

に含まれない．

• 半径 50 km 以内にある震度 1.5 以上の観測点で

ConcaveHull により作成されるポリゴン（直線も

含む）を 15 km 広げたポリゴン内に含まれない．

6.2.2   地盤増幅率について

強震動指標推定時に地表面の強震動指標値を工学

的基盤での値に変換するために，250 m メッシュご

との変換係数値を地盤率データとして保持する．

大別して，微地形区分モデルと関東地下構造モデ

ルと東海地下構造モデルの 3 種類の増幅率モデルか

ら得られた増幅率データを扱う．地盤増幅率のデー

タ一覧を表6.2.2-1に示す．J-SHISの増幅率データは，

日本全国を統一的な手法により分類した微地形区分

から算出した工学的基盤（Vs=400 m/s）から地表に至

る増幅率を指す．関東地下構造モデルと東海地下構

造モデルは，3 章で述べた地震被害推定のための地

下構造モデルを指す．

地盤増幅率の例を図 6.2.2-1 ～図 6.2.2-16 に示す．
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表 6.2.2-1 地盤増幅率データ一覧

増幅率 
種別

バージョン 指標種別 増幅種別

J-SHIS

V2

最大速度 増幅率

震度 増分

30m 平均速度 （AVS30） －

V3

最大速度 増幅率

震度 増分

30m 平均速度 （AVS30） －

速度応答スペクトル（0.5 秒～ 2.0
秒）

増幅率

関東

地下構造

モデル

V1

震度 増分

最大速度 増幅率

最大加速度 増幅率

SI 値 増幅率

30m 平均速度 （AVS30） －

速度応答スペクトル（0.25 秒～ 8.0
秒）

増幅率

V2

震度 増分

最大速度 増幅率

最大加速度 増幅率

SI 値 増幅率

加速度応答スペクトル（0.5 秒～ 2.0
秒）

増幅率

V3

震度（Ver83, dI_p100） 増分

最大速度 増幅率

最大加速度 増幅率

SI 値 増幅率

30m 平均速度 （AVS30） 増幅率

速度応答スペクトル

（0.01 秒～ 10.0 秒）
増幅率

V4

震度（dI_p100） 増分

最大速度 増幅率

最大加速度 増幅率

SI 値 増幅率

30m 平均速度 （AVS30） 増幅率

速度応答スペクトル

（0.01 秒～ 10.0 秒）
増幅率

東海

地下構造

モデル

V1

最大速度 増幅率

SI 値 増幅率

速度応答スペクトル

（0.5 秒～ 2.0 秒）
増幅率

V4

震度（dI_p100） 増分

最大速度 増幅率

最大加速度 増幅率

SI 値 増幅率

30m 平均速度 （AVS30） 増幅率

速度応答スペクトル

（0.01 秒～ 10.0 秒）
増幅率

図 6.2.2-1  J-SHIS 地盤増幅率 V3 最大速度

図 6.2.2-2  J-SHIS 地盤増幅率 V3 震度

図 6.2.2-3  J-SHIS地盤増幅率 V3 AVS30
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図 6.2.2-6  関東地方地盤増幅率 V4 最大速度

図 6.2.2-4  J-SHIS 地盤増幅率 V3 速度応答スペクトル

（0.5 秒）

図 6.2.2-5  関東地方地盤増幅率 V4 最大加速度

図 6.2.2-7  関東地方地盤増幅率 V4 震度

図 6.2.2-8  関東地方地盤増幅率 V4 SI 値

図 6.2.2-9  関東地方地盤増幅率 V4 AVS30
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図 6.2.2-10  関東地方地盤増幅率 V4 速度応答スペクトル

（0.5 秒）

図 6.2.2-11  東海地方地盤増幅率 V4 最大加速度

図 6.2.2-12  東海地方地盤増幅率 V4 最大速度

図 6.2.2-13  東海地方地盤増幅率 V4 震度

図 6.2.2-14 東海地方地盤増幅率 V4 SI 値

図 6.2.2-15 東海地方地盤増幅率 V4 AVS30
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6.3   震度曝露人口推定

一定レベル以上の震度にどれくらいの人が遭遇し

たのかを，震度分布の推定結果と人口分布データを

組み合わせることで推定する．曝露人口の計算は昼

間人口と夜間人口のそれぞれに対して行う．震度曝

露人口推定の種類一覧を表 6.3-1 に示す．

表 6.3-1 震度曝露人口推定の種類一覧

No.
人口データ

（時間帯）
曝露震度

1.

昼間人口

5 弱以上

2. 5 強以上

3. 6 弱以上

4. 6 強以上

5.

夜間人口

5 弱以上

6. 5 強以上

7. 6 弱以上

8. 6 強以上

9.

発生時刻

5 弱以上

10. 5 強以上

11 6 弱以上

12. 6 強以上

6.3.1   人口データについて

（公財）統計情報研究開発センターが提供する「平

成 22 年国勢調査，平成 21 年経済センサス‐基礎調

査等のリンクによる地域メッシュ統計」および 2 章

で述べた建物内滞留人口モデルの人口データを利用

する．詳細を表 6.3.1-1 に示す．注 1

注 1： http://sinfonica.or.jp/datalist/08/0802/Skelinkmesh.html

図 6.2.2-16 東海地方地盤増幅率 V4 速度応答スペクトル

（0.5 秒）

本システムで管理する人口データの分類一覧を表

6.3.1-2 に示す．

表 6.3.1-1 人口データの種類

No. 種類 データ内容

1. 昼間人口

国勢調査，経済センサス両調査等

の結果を用いて編成したいわゆる

従業地ベースの人口

2. 夜間人口
常住人口（国勢調査に関する地域

メッシュ統計結果より）

3. 地震発生時人口

2015 年度に作成した建物内滞留

人口モデルをもとに，建物内滞留

人口（自宅内滞留人口＋自宅外滞

留人口）と流動人口を合わせた人

口（表 6.3.1-2 参照）

表 6.3.1-2 人口データ分類一覧

No.
平日 / 
休日

分類 時間帯

1.

平日

自宅内滞留人口 0-23 時

2. 自宅外滞留人口 0-23 時

3. 月別流動人口（1-12 月） 0-23 時

4. 月別合計人口（1-12 月） 0-23 時

5.

休日

自宅内滞留人口 0-23 時

6. 自宅外滞留人口 0-23 時

7. 月別流動人口（1-12 月） 0-23 時

8. 月別合計人口（1-12 月） 0-23 時

人口分布データにおける，昼間人口の計算方法に

ついて，「平成 22 年国勢調査，平成 21 年経済セン

サス‐基礎調査等のリンクによる地域メッシュ統計」

に従った．人口データ作成に利用した元データは

500 m メッシュのデータであるため，250 m メッシュ

に変換する際には，500 m メッシュの人口を 250 m
それぞれのメッシュに当分している．その際，500  
mメッシュの人口が 4で割り切れない場合は，あまっ

た分を 250 メッシュ番号が若い順に 1 ずつ配分して

いる．

人口分布の例を図 6.3.1-1 ～図 6.3.1-4 に示す．図

6.3.1-3 は 6 月の平日の午前 7 時の人口分布を，図

6.3.1-4 は 6 月の休日の午前 7 時の人口分布を示す

（2018 年 6 月 18 日大阪府北部地震の発生時間帯）．
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6.4   建物被害推定

強震動分布の推定結果に対して，建物構造，被災

度，耐震基準・年代ごとに異なる被害関数を適用し，

250 m メッシュの被害率を計算する．

計算した被害率分布と建物分布データを組み合わ

せ，建物構造，耐震基準・年代別に 250 m メッシュ

ごとの被害棟数を計算し，それらを合計して建物被

害棟数を計算する．また，250 m メッシュごとの計

算結果から市区町村別，都道府県別の集計を行う．

6.4.1   建物被害推定手法

本システムでは，表 6.4.1-3 に示す M1 ～ M9 ま

での 9 種類の被害推定手法により建物被害を推定す

る．

M1 ～ M9 の被害関数は以下の式で定義される．

 （6.4.1-1）

 （6.4.1-2）

 （6.4.1-3）

F は被害率，PGV は推定最大速度，GIS は推定震

度，x は疑似速度応答スペクトルの周期帯の平均値，

Φは標準累積分布関数，λ，ζはパラメータを表す．

M8 の被害関数の入力である疑似速度応答スペク

トルの計算方法について図 6.4.1-1 に示す．

 （6.4.1-4）
 （6.4.1-5）

図 6.3.1-1 昼間人口分布

図 6.3.1-2 夜間人口分布

図 6.3.1-3 平日：（6 月 /7 時）人口分布

（滞留人口モデル）

図 6.3.1-4 休日：（6 月 /7 時）人口分布（滞留人口モデル）
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G（T）：地盤補正係数（T：周期）

p（T）, q（T）：周期ごとの回帰係数（表 6.4.1-1）
AVS30：深さ 30 m までの地盤平均 S 波速度

SA（T）：地盤の影響を補正した減衰定数 5% の加

速度応答スペクトル

SA0（T）：解析に使用した観測点の平均的地盤

（Vs=300 m/s 相当）における減衰定数 5% の加速度応

答スペクトル

以下の式を用いて下限値の補正を行う．設定した

下限値を表 6.4.1-2 に示す．

• pSv ≦ pSvl の場合

 （6.4.1-6）

• pSv ＞ pSvl の場合

  
 （6.4.1-7）

f ’（pSv）：被害発生下限値設定後の被害率

f（pSv）   ：被害発生下限値設定前の被害率

pSv ：地震動指標

pSvl ：地震動指標の下限値

各被害関数は，建物種別（木造，RC 造，S 造），

被害（全壊，全半壊），年代種別（新／旧耐震）ごとに

入力となる強震度指標とパラメータが異なる．被害

関数と入力強震動指標との対応を表 6.4.1-4 に，パ

ラメータの一覧を表 6.4.1-5 に，耐震基準・年代の

詳細を表 6.4.1-6 に示す．

図 6.4.1-1 疑似速度応答スペクトル計算方法

表 6.4.1-1  Kanno et.al （2006）による周期ごとの回帰係数

周期
地盤増幅率の経験値

p q
0.50 -0.9100 2.2500 
0.52 -0.9120 2.2600 
0.54 -0.9140 2.2700 
0.56 -0.9160 2.2800 
0.58 -0.9180 2.2900 
0.60 -0.9200 2.3000 
0.63 -0.9300 2.3275 
0.65 -0.9400 2.3550 
0.68 -0.9500 2.3825 
0.70 -0.9600 2.4100 
0.73 -0.9650 2.4225 
0.75 -0.9700 2.4350 
0.78 -0.9750 2.4475 
0.80 -0.9800 2.4600 
0.83 -0.9775 2.4550 
0.85 -0.9750 2.4500 
0.88 -0.9725 2.4450 
0.90 -0.9700 2.4400 
0.93 -0.9600 2.4100 
0.95 -0.9500 2.3800 
0.98 -0.9400 2.3500 
1.00 -0.9300 2.3200 
1.05 -0.9250 2.3100 
1.10 -0.9200 2.3000 
1.15 -0.9150 2.2800 
1.20 -0.9100 2.2600 
1.25 -0.8950 2.2300 
1.30 -0.8800 2.2000 
1.35 -0.8725 2.1800 
1.40 -0.8650 2.1600 
1.45 -0.8575 2.1400 
1.50 -0.8500 2.1200 
1.55 -0.8450 2.1050 
1.60 -0.8400 2.0900 
1.65 -0.8350 2.0750 
1.70 -0.8300 2.0600 
1.75 -0.8217 2.0367 
1.80 -0.8133 2.0133 
1.85 -0.8050 1.9900 
1.90 -0.7967 1.9667 
1.95 -0.7883 1.9433 
2.00 -0.7800 1.9200 

表 6.4.1-2  観測点周辺の被害発生下限値

単位：kine 全壊 全半壊

木造（疑似速度応答スペクトルの周期帯

0.5-1.5s の平均値）
79.0 29.4

非木造（疑似速度応答スペクトルの周期

帯 1.5-2.0s の平均値）
54.2 28.1
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表 6.4.1-3  建物被害推定手法一覧

手法 構造 参考文献

M1
木造

中央防災会議（2012）RC 造

S 造

M2
木造 堀江（2004）

RC 造
村尾・山崎（2002）

S 造

M3
木造 堀江（2004）

RC 造
村尾・山崎（2000）

S 造

M4
木造

村尾・山崎（2002）RC 造

S 造

M5
木造

中央防災会議（2004）RC 造

S 造

M6
木造 佐伯ほか（2016）

RC 造 全壊　：佐伯ほか（2016）
全半壊：M2 と同様S 造

M7
木造

翠川ほか（2011）RC 造

S 造

M8
木造

清水ほか（2016）RC 造

S 造

M9
木造

全壊　：門馬ほか（2018）
全半壊：翠川ほか（2011）

RC 造

S 造

表 6.4.1-4  被害関数と入力強震動指標との対応

手法 入力強震動指標

M1 計測震度

M2 最大速度

M3 最大速度

M4 最大速度

M5 計測震度

M6
全壊　：計測震度

全半壊：最大速度

M7 計測震度

M8 応答スペクトル

M9 計測震度

表 6.4.1-5  被害関数パラメータ一覧

手法 構造
耐震基準・

年代

被害関数パラメータ

全壊 全半壊

λ ζ λ ζ

M1

木造

旧 6.25 0.27 5.9 0.32

中① 6.32 0.294 5.94 0.302

中② 6.48 0.335 6.06 0.336

新① 6.95 0.44 6.57 0.44

新② 7.15 0.44 6.82 0.44

新③ 7.35 0.44 6.97 0.44

RC 造

旧 6.93 0.50 6.58 0.55

中 7.05 0.54 6.68 0.56

新 7.50 0.60 7.10 0.59

S 造

旧 6.93 0.50 6.58 0.55

中 7.05 0.54 6.68 0.56

新 7.50 0.60 7.10 0.59

M2

木造
旧 4.98 0.41 4.71 0.35

新 6.23 0.90 5.23 0.54

RC 造
旧 5.79 0.708 5.42 0.726

新 6.25 0.792 5.97 0.904

S 造
旧 5.78 0.858 5.27 0.799

新 6.09 0.858 5.63 0.799

M3

木造
旧 4.85 0.41 4.35 0.28

新 5.96 0.88 4.63 0.37

RC 造
旧 5.33 0.575 4.85 0.612

新 6.00 0.789 5.33 0.789

S 造
旧 4.97 0.49 4.49 0.549

新 5.64 0.731 5.01 0.733

M4

木造
旧 5.15 0.504 4.9 0.449

新 5.45 0.534 5.18 0.521

RC 造
旧 5.79 0.708 5.42 0.726

新 6.25 0.792 5.97 0.904

S 造
旧 5.78 0.858 5.27 0.799

新 6.09 0.858 5.63 0.799

M5

木造
旧 6.40 0.32 6.01 0.327

新 6.95 0.44 6.57 0.439

RC 造
旧 7.05 0.54 6.67 0.535

新 7.50 0.60 7.10 0.583

S 造
旧 7.05 0.54 6.67 0.535

新 7.50 0.60 7.10 0.583

M6

木造

旧 6.718 0.407

4.71 0.35中① 6.748 0.414

中② 6.815 0.429

新① 7.303 0.546

5.23 0.54新② 7.912 0.678

新③ 9.034 0.921

RC 造

旧

1-2 階 6.541 0.365

5.42 0.726

3-5 階 6.815 0.451

6-10 階 7.733 0.866

中

1-2 階 6.9 0.452

3-5 階 7.22 0.518

6-10 階 7.733 0.866

新

1-2 階 6.9 0.452

5.97 0.9043-5 階 7.22 0.518

6-10 階 7.645 0.848

S 造

旧

1-2 階 6.662 0.478

5.27 0.799

3-5 階 6.619 0.375

6-10 階 6.814 0.559

中

1-2 階 7.358 0.687

3-5 階 6.958 0.436

6-10 階 7.139 0.632

新

1-2 階 7.358 0.687

5.63 0.7993-5 階 6.958 0.436

6-10 階 7.899 0.785
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手法 構造
耐震基準・

年代

被害関数パラメータ

全壊 全半壊

λ ζ λ ζ

M7

木造
旧 6.469 0.137 6.351 0.224

新 6.671 0.195 6.442 0.205

RC 造
旧 6.768 0.353 6.449 0.231

新 6.717 0.120 6.511 0.178

S 造
旧 6.768 0.353 6.449 0.231

新 6.717 0.120 6.511 0.178

M8

木造
旧 6.152 0.804 5.516 0.801

新 7.775 1.327 6.552 1.255

RC 造
旧 7.063 1.193 6.249 1.158

新 9.241 1.746 7.094 1.383

S 造
旧 7.063 1.193 6.249 1.158

新 9.241 1.746 7.094 1.383

M9

木造

旧 6.60 0.25 6.351 0.224

新①，新② 6.79 0.28 6.442 0.205

新③ 7.27 0.35 6.442 0.205

RC 造
旧 7.14 0.33 6.449 0.231

新 7.27 0.34 6.511 0.178

S 造
旧 7.14 0.33 6.449 0.231

新 7.27 0.34 6.511 0.178

表 6.4.1-6  耐震基準・年代の分類

構造 耐震基準・年代 年代

木造

旧 1962 年以前

中① 1963 ～ 1971 年

中② 1972 ～ 1980 年

新① 1981 ～ 1989 年

新② 1990 ～ 2001 年

新③ 2002 年～

RC 造・S 造

旧 1971 年以前

中 1971 ～ 1981 年

新 1982 年～

木造建物，RC 造建物，S 造建物における各種

被害関数の計測震度と全壊率の関係をそれぞれ図

6.4.1-2，図 6.4.1-3，図 6.4.1-4 に示す．また，木造

建物，RC 造建物，S 造建物における各種被害関数

の計測震度と全半壊率の関係をそれぞれ図 6.4.1-5，
図 6.4.1-6，図 6.4.1-7 に示す．なお，最大速度を入

力とする被害関数については，藤本・翠川（2005）
の式を用いて最大速度を相当する震度に変換してプ

ロットしている．
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図 6.4.1-2 木造建物における各種被害関数の計測震度と全壊率の関係
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図 6.4.1-3  RC 造建物における各種被害関数の計測震度と全壊率の関係
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図 6.4.1-4  S 造建物における各種被害関数の計測震度と全壊率の関係
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図 6.4.1-5 木造建物における各種被害関数の計測震度と全半壊率の関係
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図 6.4.1-6 RC 造建物における各種被害関数の計測震度と全半壊率の関係
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図 6.4.1-7  S 造建物における各種被害関数の計測震度と全半壊率の関係
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6.4.2   建物モデルについて

被害推定に用いる建物モデルについては，2 章で

構築したモデルをベースにして，表 6.2-1 のとおり

に分類したものを用いた . 建物分布の例を図 6.4.2-1
～図 6.4.2-10 に示す．

表 6.4.2-1  250 m メッシュ建物データ分類一覧

No.
分類

種別
構造 耐震基準年代 階数

1.

CLv1

木造

旧耐震

2. 新耐震

3. 合計

4.

RC 造

旧耐震

5. 新耐震

6. 合計

7.

S 造

旧耐震

8. 新耐震

9. 合計

10. 合計

11.

CLv2

木造

旧耐震①（～ 1962 年）

12. 旧耐震②（1963 ～ 1971 年）

13. 旧耐震③（1972 ～ 1980 年）

14. 新耐震①（1981 ～ 1989 年）

15. 新耐震②（1990 ～ 2001 年）

16. 新耐震③（2002 ～年）

17. 旧耐震合計（①～③）

18. 新耐震合計（①～③）

19. 合計

20.

RC 造

旧耐震①（～ 1971）

21. 旧耐震②（1972 ～ 1980）

22. 新耐震（1981 ～）

23. 旧耐震合計（①～②）

24. 新耐震合計

25. 合計

26.

S 造

旧耐震①（～ 1971）

27. 旧耐震②（1972 ～ 1980）

28. 新耐震（1981 ～）

29. 旧耐震合計（①～②）

30. 新耐震合計

31. 合計

No.
分類

種別
構造 耐震基準年代 階数

32.

CLv3

木造

旧耐震①（～ 1962 年）

33. 旧耐震②（1963 ～ 1971 年）

34. 旧耐震③（1972 ～ 1980 年）

35. 新耐震①（1981 ～ 1989 年）

36. 新耐震②（1990 ～ 2001 年）

37. 新耐震③（2002 ～年）

38. 旧耐震合計（①～③）

39. 新耐震合計（①～③）

40. 合計

41.

RC 造

旧耐震①（～ 1971）

1-2 階

42. 3-5 階

43. 6-11 階

44. 12 以上階

45.

旧耐震②（1972 ～ 1980）

1-2 階

46. 3-5 階

47. 6-11 階

48. 12 以上階

49.

新耐震（1981 ～）

1-2 階

50. 3-5 階

51. 6-11 階

52. 12 以上階

53. 旧耐震合計（①～②）

54. 新耐震合計

55. 合計

56.

S 造

旧耐震①（～ 1971）

1-2 階

57. 3-5 階

58. 6-11 階

59. 12 以上階

60.

旧耐震②（1972 ～ 1980）

1-2 階

61. 3-5 階

62. 6-11 階

63. 12 以上階

64.

新耐震（1981 ～）

1-2 階

65. 3-5 階

66. 6-11 階

67. 12 以上階

68. 旧耐震合計（①～②）

69. 新耐震合計

70. 合計

71. 合計
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図 6.4.2-4  建物棟数（木造：新耐震）図 6.4.2-1 建物棟数（全棟数）

図 6.4.2-2  建物棟数（木造）

図 6.4.2-3  建物棟数（木造：旧耐震）

図 6.4.2-5  建物棟数（RC造）

図 6.4.2-6  建物棟数（RC造：旧耐震）



防災科学技術研究所研究資料　第 432 号　2019 年 3 月

－188－

図 6.4.2-7  建物棟数（RC造：新耐震）

図 6.4.2-8  建物棟数（S造）

図 6.4.2-9  建物棟数（S造：旧耐震）

図 6.4.2-10  建物棟数（S 造：新耐震）
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6.5   人的被害推定

6.5.1   人的被害推定手法

人的被害推定では人的被害推定手法，入力とする

建物被害の推定手法の組み合わせで，9 種類を計算

する．人的被害推定手法の一覧を表 6.5.1-1 に示す．

それぞれの人的被害推定手法の詳細を (1)，(2)，(3)，
(4) に示す．

250 m メッシュごとの被害棟数を計算し，それら

を合計して人的被害棟数を計算する．また，250 m
メッシュごとの計算結果から市区町村別，都道府県

別の集計を行う．

表 6.5.1-1 人的被害推定手法一覧

手法 参考文献
建物被害

推定手法
備考

P1
中央防災会議

（2012）

M1 中央防災会議（2012） －

P2 M6
佐伯ほか（2016）

＋村尾・山崎（2002）

全壊率，全半壊

率を利用

P3
佐伯ほか

（2001）

M1 中央防災会議（2012） －

P4 M6
佐伯ほか（2016）

＋村尾・山崎（2002）
全壊率を利用

P5
岡田・中嶋

（2015）
－ 中嶋・岡田（2008）

木造による人的

被害

P6
佐伯ほか

（2001）
－

佐伯ほか（2001）

＋中央防災会議（2012）
－

P7
中央防災会議

（2012）
M8 清水ほか（2016） －

P8
佐伯ほか

（2001）
M8 清水ほか（2016） －

P9
佐伯ほか

（2018）
－

木造：中嶋・岡田（2008）

非木造：中央防災会議（2012）

(1) 中央防災会議（2012）
死者，重傷者，負傷者，自力脱出困難者，建物被

害による避難者（ライフラインによる避難者等は除

く）を推定する．それぞれの推定方法を図①，② ，
③ ，④，⑤に示す（図 6.5.1-1 ～ 6.5.1-4）．なお，中

央防災会議（2012）では市区町村単位で計算している

が，本システムでは 250 m メッシュ単位で被害推定

を実施している．

① 死者

図 6.5.1-1  中央防災会議（2012） 死者数推定手法

図 6.5.1-2  中央防災会議（2012）重傷者数推定手法

② 重傷者
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自力脱出困難者数（木造，非木造別） 

＝ 0.117 × （揺れによる建物全壊率）× 屋内人口

⑤ 建物被害による避難者

全避難者数＝（全壊棟数＋ 0.13× 半壊棟数）×1 棟当たり平均人員

(2) 佐伯ほか（2001）
死亡者，入院者，重傷者，負傷者（重軽傷者）を

推定する．建物被害による人的被害の回帰式を表

6.5.1-2 に示す．また，人的被害推定手法ごとの建物

被害種別を表 6.5.1-3 に示す．

表 6.5.1-2  建物被害 x による人的被害 y の回帰式

建物被害 x

人的被害 y

死亡率
死亡 + 

入院率

死亡 + 

重傷率

死亡 + 

重軽傷率

自治体

罹災証明

（N=42）

全
壊
率

y=0.0155x

（R=0.903）

y=0.0207x

（R=0.886）

y=0.0342x

（R=0.875）

y=0.0900x

（R=0.700）

全
半
壊
率

y=0.0070x

（R=0.798）

y=0.0094x

（R=0.789）

y=0.0158x

（R=0.789）

y=0.0464x

（R=0.753）

建物全壊・大破率

（N=13）

y=0.0223x

（R=0.939）

y=0.0305x

（R=0.946）

y=0.0495x

（R=0.918）

y=0.0950x

（R=0.304）

※ N は対象としている市区町村数，R は相関係数

表 6.5.1-3  人的被害推定手法ごとの建物被害種別

手法
建物被害

推定手法

人的被害

死亡率 入院者 重傷者 負傷者

P3
中央防災

（2012）

全壊率 全壊率 全壊率 全半壊率

P4
佐伯ほか

（2016）

全壊率 全壊率 全壊率 全壊率

P5
村尾・山崎

（2002）

全壊・

大破率

全壊・

大破率

全壊・

大破率

全壊・

大破率

(3) 岡田・中嶋（2015）
死亡者，重篤者，重傷者，負傷者を推定する．推

定手法を図 6.5.1-5 に示す．また，ISS 値 5 区分別の

死亡率を表 6.5.1-4 に，D-Level 別 ISS 値別頻度分布

を表 6.5.1-5 に，D-Level 別木造住宅内部空間損失率

を表 6.5.1-6 に示す．

図 6.5.1-3 中央防災会議（2012） 負傷者数推定手法

③ 負傷者

④ 自力脱出困難者

図 6.5.1-4 中央防災会議（2012） 自力脱出困難者数

推定手法
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（全壊率）

＝（建物被害数（D4）＋建物被害数（D5）＋建物被害数（D6））÷（木造建物棟数の合計）

（木造建物棟数の合計）：建築年代 6 区分別の「木造建物棟数」の合計

（建物被害数（D4・D5・D6 別））：建築年代 5 区分別の「建物被害数」の合計

（建物被害数（D4・D5・D6 別，建築年代 5 区分別））＝（木造建物棟数） ×（建物被害率）

（死者発生確率（ISS 値 5 区分別））注 2

＝（負傷者（死者含む）発生確率）×（死亡率）×（死亡係数）

（死亡係数）注 3 ＝

a=1.432231406，b ＝ -1.325395214，c ＝ -0.722332085
注 2

表 6.5.1-4  死亡率（ISS 値 5 区分別）注 3

ISS 値 

5 区分
1 ～ 8 9 ～ 15 16 ～ 24 25 ～ 40 41 ～ 75

死亡率 0.007485 0.016523 0.062666 0.258021 0.554849

注 2： 「死者発生確率 > 負傷者（死者含む）発生確率」となる場合，

「死者発生確率＝負傷者（死者含む）発生確率」とする．

注 3： 死亡係数が「1.0」未満になる場合は，「1.0」と設定する．

（死者数）

= （屋内滞留人口（木造））×（ISS 値 5 区分別の「死者発生確率」の合計）

（重篤者数）：（ISS 値「16 ～ 24」「16 ～ 24」「16 ～ 24」の 3 区分の「負傷者数」の合計）

（重傷者数）：（ISS 値「9 ～ 15」「16 ～ 24」「16 ～ 24」「16 ～ 24」の 4 区分の「負傷者数」の

合計）

（負傷者数）：（ISS 値 5 区分別の「負傷者数」の合計）

（負傷者数（ISS 値 5 区分別））

＝（屋内滞留人口（木造））×（負傷者（死者除く）発生確率）

（負傷者（死者除く）発生確率（ISS 値 5 区分別））

＝（負傷者（死者含む）発生確率）－（死者発生確率）

（負傷者（死者含む）発生確率（ISS 値 5 区分別））

＝（建物被害数（D4））÷（木造建物棟数の合計）×（W 値（D4））×（頻度分布（D4））

＋（建物被害数（D5））÷（木造建物棟数の合計）×（W 値（D5））×（頻度分布（D5））

＋（建物被害数（D6））÷（木造建物棟数の合計）×（W 値（D6））×（頻度分布（D6））

表 6.5.1-5  頻度分布（D4・D5・D6 別，ISS 値 5 区分別）

建物被害

3 区分

ISS 値 5 区分

1 ～ 8 9 ～ 15 16 ～ 24 25 ～ 40 41 ～ 75

D4 0.722369 0.119515 0.069589 0.051372 0.037156

D5 0.583954 0.170733 0.106816 0.080899 0.057598

D6 0.560899 0.155029 0.107647 0.093772 0.082652

表 6.5.1-6  W 値（木造住宅内部空間損失率，D4・D5・D6 別）

建物被害 3 区分 D4 D5 D6

W 値 0.237218011 0.477815317 0.776766384

(4) 佐伯ほか（2018）
① D-Level 別建物被害の推定

木造の建物被害推定は，中嶋・岡田（2008）の D4
以上は損傷度 0.6，D5 以上は損傷度 0.8，D6 以上は

損傷度 0.9 を用いる．耐震評点評価式のパラメータ

を表 6.5.1-7 に示す．また，建築年代別耐震評点の

パラメータを表 6.5.1-8 に示す．

 （6.5.1-1）

s：震度 I の時の建物損傷度 x を与える耐震評点

表 6.5.1-7  耐震評点評価式パラメータ

損傷度（X） X=0.6 X=0.8 X=0.9
a -0.88746 -4.71887 -14.4826
b 7.807897 11.8786 21.7951
c 0.086492 0.049498 0.02426
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頻度分布 

D4・D5・D6別 

D4・D5・D6別、 

ISS値５区分別 

死者発生確率 

ISS値５区分別 

負傷者（死者除く）発生確率 
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死亡率 

ISS値５区分別 

メッシュ別 

メッシュ別 メッシュ別 

メッシュ別 
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メッシュ別 

メッシュ別 

凡例 

入力データ 

計算過程のデータなど 

出力データ 

重篤者数 

メッシュ別 

重傷者数 負傷者数 

メッシュ別 メッシュ別 

死者数 

メッシュ別 

図 6.5.1-5  岡田・中嶋（2015） 人的被害推定手法
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 （6.5.1-2）

 （6.5.1-3）

g（q,s）：D-Level 別の建築年代毎の全壊棟数

g（s）：D-Level 別の全壊棟数

表 6.5.1-8  建築年代別耐震評点パラメータ

Cases -1950 1951-1960 1961-1970 1971-1980 1981-1990 1991- All

μ -1.0968 -0.7598 -0.5854 -0.4018 -0.1862 -0.0303 -0.36783

σ 0.8229 0.7046 0.5579 0.5335 0.5125 0.4809 0.59702

非木造の建物被害推定は，中央防災会議（2012）の
全壊棟数を 3 等分した数値を用いる．

なお，人的被害の過大評価傾向を緩和するため下

記の調整を行う．

• 下限震度（5.5）以下では被害が出ないものとす

る．

• 1970 年以前の建物についても 1971 ～ 1980 年の

耐力分布を使用する．

② D-Level 別建物内滞留者数の推定

D-Level 別建物内滞留者数は，建物内滞留人口に

①で推定した D-Level 別建物被害率を乗じて算出す

る．

 （6.5.1-4）
 （6.5.1-5）

PDL：D-Level 別滞留人口

Ps,a：構造 s・建築年代 a の建物内滞留人口

Rs,a,DL：建物構造 s・建築年代 a の D-Level 別被害率

BDL：D-Level 別建物棟数

Bs,a：構造 s・建築年代 a の建物棟数

③ ISS 値カテゴリ別人数の推定

ISS 値カテゴリ別人数は，D-Level 別建物内滞留

者数に表 6.5.1-9 の確率を乗じて算出する．

表 6.5.1-9  D-Level 別 ISS 値発生確率

ISS 値
D-Level 別確率

D4 D5 D6

～ 8 軽症・中等症 9.8369E-01 7.7971E-01 5.3265E-01

8 ～ 15 重症 1.6235E-02 2.2021E-01 4.2219E-01

15 ～ 24 重篤 7.4787E-05 8.3413E-05 4.3284E-02

24 ～ 40 瀕死 2.4797E-07 9.7035E-10 1.8596E-03

40 ～ 75 死亡相当 9.3239E-11 0.0000E+00 1.2840E-05

計 1.0000E+00 1.0000E+00 1.0000E+00

上記の D-Level 別 ISS 値発生確率は中嶋・岡田

（2015）の手法によるもので，具体的な算出方法は以

下の通り．ISS 値（0 ～ 75）を 75 で除してを求め，対

数正規分布の確率密度関数を用いて各 ISS 値カテゴ

リ別の発生確率を求める．D-Level 別 ISS 値推定パ

ラメータを表 6.5.1-10 に示す．

 （6.5.1-6）

 （6.5.1-7）

表 6.5.1-10  D-Level 別 ISS 値推定パラメータ

D4 D5 D6

λ’’ -3.05 -2.40 -2.27

ζ’’ 0.38 0.21 0.39

④ 死者・負傷者の推定

③で求めた ISS 値カテゴリ別人数に，表 6.5.1-11
の被害変換パラメータを乗じて軽傷・重傷・重体・

死者を求める．なお，ここでの重体は重傷の内数（重

傷者数に重体者数を含む）となっている．

表 6.5.1-11  重傷者・重体者推定パラメータ

ISS カテゴリ 推定パラメータ
死亡率注 4

No. ISS 値 軽傷 重傷 重体

1. ～ 8 軽症・中等症 83.2% 15.9% 0.9% 0.9%
2. 9 ～ 15 重症 81.6% 16.2% 12.0% 2.2%
3. 16 ～ 24 重篤 0.0% 93.1% 93.1% 6.9%
4. 25 ～ 40 瀕死 0.0% 71.7% 71.7% 28.3%
5. 41 ～ 75 死亡相当 0.0% 38.2% 38.2% 61.8%

注 4

6.5.2   建物内滞留人口について

建物内滞留人口は 2 章で述べた建物内滞留人口を

利用する．本システムで管理する建物内滞留人口分

類一覧を表 6.5.2-1 に示す．滞留人口分布の例を図

6.5.2-1 ～図 6.5.2-4 に示す．

表 6.5.2-1  建物内滞留人口分類一覧

No. 平日／休日 構造等 時間帯

1.
平日

自宅内 0-23 時

2. 自宅外 0-23 時

3.
休日

自宅内 0-23 時

4. 自宅外 0-23 時

5.

平日

木造 0-23 時

6. 非木造 0-23 時

7. RC 造 0-23 時

8. S 造 0-23 時

9.

休日

木造 0-23 時

10. 非木造 0-23 時

11. RC 造 0-23 時

12. S 造 0-23 時

注 4： 日 本 外 傷 デ ー タ バ ン ク，https://www.jtcr-jatec.org/
traumabank/index.htm
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図 6.5.2-1  木造建物内滞留人口（平日）

図 6.5.2-2  非木造建物内滞留人口（平日）

図 6.5.2-3  木造建物内滞留人口（休日）

図 6.5.2-4  非木造建物内滞留人口（休日）



防災科学技術研究所研究資料　第 432 号　2019 年 3 月

－194－

6.6   システムの概要

6.6.1   概要

被害状況把握システムでは，防災科研以外の機関

の情報提供システムから災害情報を自動または手動

で入力されることを想定し，各情報を統合して閲覧

できる WEB ページを提供する．また，集まった実

被害の情報と本システムで推定した建物被害推定結

果を用いて実被害融合（ベイズ更新）を行い，建物被

害推定結果をより確度の高い情報に更新した結果を

閲覧できる WEB ページを提供する．

本書では，他機関の情報提供システムからの災害

情報の入力と，実被害融合（ベイズ更新）を手動で行

うことができる被害状況把握プロトタイプシステム

について述べる．

6.6.2   状況把握システム画面構成

状況把握システムのWEB画面を図 6.6.2-1に示す．

本 WEB 画面は，右側の 4 つの地図領域と，左側の

数値情報（テーブル）表示領域から構成される．

4 つの地図領域は独立しており，各々で異なる地

図情報を表示することができる．

図 6.6.2-1 状況把握システムの画面構成

(1) 地図領域

地図領域では図 6.6.2-2 に示すように状況把握シ

ステムに登録した異なる種類の地図レイヤーを表示

することができ，画面上のインタフェースで地図レ

イヤーの上下を入れ替えや透過率の変更をすること

ができる．また，図 6.6.2-3 に示すように地図上に

マウスで線を引き矩形領域を作成することで，矩形

領域内の建物棟数や人口を集計して地図領域右側の

テーブル部分に表示することができる．集計に利用

するデータは，本システムで利用している基礎デー

タを利用している．

(2) 数値情報領域

数値情報領域では図 6.6.2-4 に示すように状況把

握システムに登録した数値情報を配信し，テーブル

（表）形式で WEB 上に表示することができる．また，

表示中の数値情報をリンクから CSV 形式でダウン

ロードすることもできる．
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6.6.3   他機関提供情報表示の例

(1) JAXA だいち防災 WEB
宇宙航空研究開発機構（JAXA）が運営するだいち

防災 WEB 上で提供している ALOS 解析画像情報を，

状況把握システムに登録した．図 6.6.3-1 に示すよ

うに，WEB の地図上に ALOS 解析画像を表示する．

(2) NICT SNS 投稿情報

情報通信研究機構（NICT）が運営する D-SUMM 災

害状況要約システム（D-SUMM）から SNS（Twitter）上
の災害情報を取得し，市区町村別に集計した後に状

況把握システムに登録した．図 6.6.3-2 に示すよう

に WEB の地図上に市区町村別の SNS 投稿数が可視

化されるとともに，WEB 画面右側の表に市区町村

別の SNS 投稿数を示している．

図 6.6.2-2  地図レイヤーの重畳

図 6.6.2-3  矩形領域内のメッシュの数値集計（建物棟数）

図 6.6.2-4  数値情報表示

図 6.6.3-1 ALOS 解析画像情報表示の例

図 6.6.3-2  SNS 災害状況要約結果データ表示の例
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(3) 土砂災害・河川被害情報

国土交通省が運営する統合災害情報システム

（DiMAPS）から提供された土砂災害情報と河川被害

情報を，状況把握システムに登録した．図 6.6.3-3
に示すように，WEB の地図上に土砂災害や河川被

害が発生した場所を表示できている．

(4) 基礎データ

本システムの被害推定で利用している 250 m メッ

シュの建物棟数情報や人口データなどの基礎データ

を，状況把握システムに登録した．図 6.6.3-4，図

6.6.3-5 に示すように，WEB の地図上に建物棟数分

布や人口分布を表示できている．

6.6.4   実被害融合

他機関から提供された実被害情報を用いて，本シ

ステムにて推定した建物被害推定結果に対して，5
章で述べた手法を用いて実被害融合（ベイズ更新）を

行い，実被害融合した結果を WEB 上で表示するシ

ステムを構築した．

実被害融合情報表示システムの概要を図 6.6.4-1
に示す．

図 6.6.3-4  基礎データ（建物棟数）表示の例

図 6.6.3-5  基礎データ（昼間人口）表示の例

図 6.6.3-3  消防庁・自治体災害情報表示の例

推定・実被害融合情報表示システム

2016/04/16 01:25 熊本地震

建物棟数
基礎データ

微地形区分
データ

震度分布
データ

ベイズ更新
コマンド実行

イベント追加 メッシュ抽出

ベイズ更新のイベントを
システムに追加する 被害が想定されるメッシュの情報

（メッシュデータ）を基礎データなど
から抽出する

実被害融合計算

ベイズ更新による実被害情報と
推定情報の融合した推定結果の
算出する

WEB表示

ブラウザから閲覧

ベイズ更新前 ベイズ更新後

実被害データ

メッシュデータ

図 6.6.4-1 実被害融合情報表示システム概要

(1) 実被害融合計算の概要

実被害融合計算の処理内容について①～④に示

す．

実被害融合（ベイズ更新）に用いる実被害情報は，

市区町村別の被害情報又は，250 m メッシュ別の被

害情報を用いる．実被害融合（ベイズ更新）の処理概

要について図 6.6.4-2 に，実被害融合（ベイズ更新）

に入力する情報を図 6.6.4-3 に示す．

① 微地形区分グループ，地域区分グループの設定

推定地震動情報と微地形区分情報から各メッシュ

を用いて，微地形区分によるグループ分けを行う．

微地形区分グループ，地域区分グループの設定を図

6.6.4-4 に示す．

② 実被害情報を反映する前の被害率と尤度の初期

値の計算

①から得られたグループ設定から，判読データが

あるメッシュ (j = 1, ... , Nd について繰り返し ) j を抽

出し，j の推定被害率と対数尤度 ln(Lj) を計算する．
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③ MCMC（Markov Chain Monte Carlo）法による誤差

パラメータの事後分布に従うサンプルの生成

得られた j の推定被害率と対数尤度 ln(Lj) から

MCMC 法を適用し誤差パラメータの事後分布に従

うサンプルの生成を行う．

④ 誤差パラメータのサンプル平均を用いた更新後

の被害率と被害棟数の評価

③で求めた誤差パラメータの事前分布から，誤差

変数 θp,t の平均を求め，メッシュ j の被害率を更新し，

被害棟数の更新を行う．

計算式と処理のフローを図 6.6.4-5 に示す．

(2) 実被害融合適用例

① 熊本地震

2016 年 4 月 16 日に発生した熊本地震について，

実被害融合（ベイズ更新）を行い，本システムで推

定した建物被害推定結果がどのように更新されるの

かを確認した．融合の対象とした実被害情報は，熊

本県益城町の航空写真目視判読による全壊判定結果

（内藤ほか，2019）を，市区町村別のデータに集計し

て利用した．

微地

推定地震動 となるメッシュを抽出

微地形区分の順序を保ったまま、グループ内の住宅棟数が概ね均等にな
るように微地形区分を 個のグループに区分け

微地形区分を松岡ら（2005）による平均的なせん断波速度の順に並べ替え

対象メッシュにおける微地形区分別の住宅棟数分布を作成

（地域別区分を用いる場合）
地域コードを用いて、各メッシュに地域区分グループ番号を割り付け

データ入力から

各メッシュに微地形区分によるグループ番号を割り付け

実被害情報を反映する前の被害率と尤度の初期値の計算へ

図 6.6.4-4  微地形区分グループ，地域区分グループの設定
入力データ一覧
・メッシュデータ
対象地域のメッシュ数
地震動強さ 、属性別住宅棟数 、微地形区分 、地区コード 、地域
コード（都道府県コード）

(

・推定対象
推定対象とする最低地震動強さ
推定対象地区数

推定対象地区の地区コード

・被害情報
被害情報がある地区数
被害情報がある地区の地区コード
ベイズ更新に被害情報を用いる地区別の全壊棟数 、半壊棟数

(

・被害関数パラメタ
被害関数の種別数（建物属性数）
各被害関数の平均 、標準偏差 （全壊）

（全半壊） （

・ベイズ更新用解析パラメタ
MCMCサンプル数 、Burn-in期間
MCMCステップ幅
全壊率と全半壊率の不整合調整用パラメタ （十分小さい値）
微地形区分グループの設定グループ数

地域別区分の設定グループ数

・誤差パラメタ
誤差パラメタの数

安全余裕の平均だけを更新する場合

誤差パラメタの初期値 (デフォルトはすべて0)
の内訳

：評価手法共通
：建物属性別（全壊） (
：建物属性別（全半壊） (

：微地形区分グループ別 (
：地域グループ別 (

概要

データ入力

スタート

実被害情報を反映する前の被害率と
尤度の初期値の計算

MCMC(Markov Chain Monte Carlo)法
による誤差パラメタの事後分布に従う

サンプルの生成

誤差パラメタのサンプル平均を用いた
更新後の被害率と被害棟数の評価

終了

結果出力

微地形区分グループ、地域区分グ
ループの設定

図 6.6.4-2  実被害融合計算の処理概要

図 6.6.4-3  ベイズ更新への入力情報一覧
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実被害融合（ベイズ更新）前後の推定全壊建物棟数

分布を図 6.6.4-6，図 6.6.4-7 に，都道府県別に推定

建物被害棟数と消防庁による被害報を集計した結果

を表 6.6.4-1 に示す．全壊棟数の集計値として，一

部地域の実被害を融合することによって融合前より

も被害報に大きく近づいた推定値を得ることができ

た．

更新対象地区 の推定被害棟数の

推定被害棟数の集計

(全壊)

(全半壊)

平均推定被害率の計算

(全壊率)
(全半壊率)

誤差変数 の平均の計算

、

、

MCMCから

対象地区 に属するメッシュ を抽出

メッシュ の属性 の被害率の計算
�̅�ℎ,𝑙,𝑘 =

（全壊）
�̅�ℎ𝑚,𝑙,𝑘

（全半壊）

はメッシュ の微地形区分グループ
はメッシュ の地域グループ

出力へ

図 6.6.4-5  誤差パラメータのサンプル平均を用いた

更新後の被害率と被害棟数の評価

表 6.6.4-1  ベイズ更新前後と被害報の全壊棟数比較

都道府県 ベイズ更新前 ベイズ更新後 被害報※

島根県 0 0 0 

山口県 0 0 0 

愛媛県 0 0 0 

福岡県 1 0 0 

佐賀県 1 0 0 

長崎県 0 0 0 

熊本県 32,640 10,719 8,658 

大分県 402 108 10 

宮崎県 0 0 0 

鹿児島県 0 0 0 

※被害報：消防庁発表「熊本県熊本地方を震源とする地震（第 120
報・H30.10.15 更新）」

図 6.6.4-6  ベイズ更新前の推定建物全壊棟数分布

 推定手法：M1

図 6.6.4-7  ベイズ更新後の推定建物全壊棟数分布

 推定手法：M1
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6.7   情報提供

6.7.1   限定公開 WEB
本システムでは，発表情報，250 m メッシュ単位

の強震動分布，震度曝露人口，建物被害，人的被害

のデータを閲覧できる WEB ページを作成し，ユー

ザを限定して公開している．限定公開 WEB の構成

について以下に示す．

検索領域

検索結果表示領域

震源情報
表示領域

推定結果
詳細表示領域

地図表示パネル

推定手法
選択領域

分布図
選択領域

地図表示パネル
操作領域

図 6.7.1-1  限定公開 WEB 画面構成

図 6.7.1-2 検索領域イメージ

図 6.7.1-3 検索結果領域イメージ

(1) 画面構成

画面構成を図 6.7.1-1 に示す．

(2) 検索領域

期間や最大計測震度，観測点数，マグニチュード，

震源名等を入力して，地震イベントを検索する．初

期状態では，検索期間（開始）にアクセス日の 1 カ

月前の日付を設定する．検索領域のイメージを図

6.7.1-2 に示す．

(3) 検索結果表示領域

地震イベントの検索結果を一覧表示する．ユーザ

は推定結果を表示したい地震イベントを一覧から選

択する．選択されたイベントはハイライト表示する．

訓練報の表示 / 非表示を選択でき，表示時は訓練報

であることを示すマークを各レコードに表示する．

初期状態では，「最終報のみ」にフィルタして表示す

る．検索結果領域のイメージを図 6.7.1-3 に示す．
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(4) 震源情報表示領域

選択した地震イベントの震源情報を表示する．震

度情報表示領域のイメージを図 6.7.1-4 に示す．

(6) 分布図選択領域

選択された地震イベントと推定手法から，閲覧で

きる被害推定分布図を一覧表示する．ユーザは表示

したい分布図を一覧から選択する．選択された分布

図はハイライト表示する．分布図選択領域のイメー

ジを図 6.7.1-6 ～図 6.7.1-9 に示す．

図 6.7.1-5 指定手法選択領域イメージ

図 6.7.1-6 分布図選択領域イメージ（強震動）

図 6.7.1-4 震源情報表示領域イメージ

(5) 指定手法選択領域

選択された地震イベントにおいて，被害推定に使

用された推定手法を一覧表示する．ユーザは表示し

たい推定手法を一覧から選択する．選択された推定

手法はハイライト表示する．指定手法選択領域のイ

メージを図 6.7.1-5 に示す．
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図 6.7.1-7 分布図選択領域イメージ（震度曝露人口）

図 6.7.1-8 分布図選択領域イメージ（建物被害）
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(7) 地図表示パネル

分布図選択領域で選択された分布図と，推定に用

いた基礎データを地図上に表示する．地図表示パネ

ルのイメージを図 6.7.1-10 に示す．

地図表示パネルの上部にある背景地図切替ボック

スで，分布図の背景に表示する地図を表 6.7.1-1 に

示す 8 種類から選択する．

図 6.7.1-11 ～図 6.7.1-18 に背景地図のイメージを

示す．

表 6.7.1-1 背景地図の種類

No. 地図名 提供元

1. 白地図 国土地理院

2. 標準地図 国土地理院

3. 淡色地図 国土地理院

4.
色別標高図 国土地理院

海域部は海上保安庁海洋情報部の

資料を使用して作成

5. 数値地図 25000 国土地理院

6. 写真 国土地理院

7. 陰影起伏図 国土地理院

8. 傾斜量図 国土地理院

図 6.7.1-9 分布図選択領域イメージ（人的被害）

図 6.7.1-10 地図表示パネルイメージ

図 6.7.1-11 地理院地図（白地図）

図 6.7.1-12 地理院地図（標準地図）

図 6.7.1-13 地理院地図（淡色地図）
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※ 図 6.7.1-11 ～図 6.7.1-18 の地図は，国土地理院の

地理院タイルを一部切り取って掲載している．

(8) 推定結果詳細表示領域

選択した地震イベントの行政区別推定被害情報を

表形式で表示する．推定結果詳細表示領域のイメー

ジを図 6.7.1-19 ～図 6.7.1-21 に示す．

図 6.7.1-14 地理院地図（色別標高図）

図 6.7.1-15  地理院地図（数値地図 25,000）

図 6.7.1-16  地理院地図（写真）

図 6.7.1-17  地理院地図（陰影起伏図）

図 6.7.1-18  地理院地図（傾斜量図）

図 6.7.1-19 推定結果詳細表示イメージ（震度曝露人口）

図 6.7.1-20 推定結果詳細表示イメージ（建物被害）

図 6.7.1-21 推定結果詳細表示イメージ（人的被害）

6.7.2   WebAPI
本システムでは，WebAPI として発表情報，強震

動分布，震度曝露人口，建物被害，人的被害のデー

タを配信している．提供 API の一覧を表 6.7.2-1 に

示す．また，各 API の詳細を（1）～（14）に示す．
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表 6.7.2-1 提供 API 一覧

No. 分類 API 名

1.

発表情報

発表情報取得 API（全国概観版：微地形区分）

2. 発表情報取得 API（関東地域：地下構造モデル）

3. 発表情報取得 API（東海地域：地下構造モデル）

4. 強震動

分布

250m メッシュ

強震動分布取得 API

面的データ（netCDF）

数値データ

5. メッシュコード別 CSV

6.
震度曝露

人口

250m メッシュ

震度曝露人口取得

API

面的データ（netCDF）

数値データ

7. メッシュコード別 CSV

8. 行政区別震度曝露人口取得 API

9.

建物被害

250m メッシュ

建物被害取得 API

面的データ（netCDF）

数値データ

10. メッシュコード別 CSV

11. 行政区別建物被害取得 API

12.

人的被害

250m メッシュ

人的被害取得 API

面的データ（netCDF）

数値データ

13. メッシュコード別 CSV

14. 行政区別人的被害取得 API

 ※メッシュコードは，4 分の 1 地域メッシュコード

（netCDF ファイル形式）を取得することができる．

API で選択可能な地盤増幅率の種類を表 6.7.2-2 に，

選択可能な強震指標の種類を表 6.7.2-3 に示す．

表 6.7.2-2  選択可能な地盤増幅率の一覧

No. 地盤増幅率種別

1. 微地形区分

2. 関東地下構造モデル

3. 東海地下構造モデル

表 6.7.2-3  選択可能な強震指標の一覧

No. 強震指標種別

1. 地表推定震度

2. 地表推定最大速度

3. 地表推定最大加速度

4. 地表推定 SI 値

5. 速度応答スペクトル周期 0.25 秒

6. 速度応答スペクトル周期 0.50 秒

7. 速度応答スペクトル周期 1.00 秒

8. 速度応答スペクトル周期 2.00 秒

9. 速度応答スペクトル周期 4.00 秒

10. 速度応答スペクトル周期 8.00 秒

11. 工学的基盤最大速度

12 工学的基盤最大加速度

(5) 250 mメッシュ強震動分布取得API（メッシュコー

ド別 CSV）

250 m メッシュの強震動分布の数値データ（CSV
ファイル形式）を取得することができる．API で選

択可能な地盤増幅率の種類や選択可能な強震指標の

種類はそれぞれ表 6.7.2-2，表 6.7.2-3 と同様である．

(6) 250 m メッシュ震度曝露人口取得 API（面的数値

データ）

250 m メッシュの震度曝露人口の数値データ

（netCDF ファイル形式）を取得することができる．

API で選択可能な地盤増幅率の種類は表 6.7.2-2 と

同様である．選択可能な震度と時間帯をそれぞれ表

6.7.2-4，表 6.7.2-5 に示す．

表 6.7.2-4  選択可能な震度の一覧

No. 震度種別

1. 5 弱以上

2. 5 強以上

3. 6 弱以上

4. 6 強以上

(1) 発表情報取得 API（全国概観版：微地形区分）

パラメータとして検索開始日時と検索終了日時を

受け取り，J-SHIS の微地形区分の地盤増幅率を用い

て推定した結果の各地震のトリガ ID，報番号，推

定に使用した観測点数，最大震度，発表時刻，測地

系の情報を JSON 形式又は CSV 形式で取得できる．

(2) 発表情報取得 API（関東地域：地下構造モデル）

パラメータとして検索開始日時と検索終了日時を

受け取り，関東地域の地下構造モデルの地盤増幅率

を用いて推定した結果の各地震のトリガ ID，報番号，

推定に使用した観測点数，最大震度，発表時刻，測

地系の情報を JSON 形式又は CSV 形式で取得でき

る．

(3) 発表情報取得 API（東海地域：地下構造モデル）

パラメータとして検索開始日時と検索終了日時を

受け取り，東海地域の地下構造モデルの地盤増幅率

を用いて推定した結果の各地震のトリガ ID，報番号，

推定に使用した観測点数，最大震度，発表時刻，測

地系の情報を JSON 形式又は CSV 形式で取得でき

る．

(4) 250 m メッシュ強震動分布取得 API（面的数値データ）

250 m メッシュの強震動分布の数値データ
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表 6.7.2-5  選択可能な時間帯の一覧

No. 時間帯種別

1. 昼間

2. 夜間

3. 発生時

(7) 250 m メッシュ震度曝露人口取得 API（メッシュ

コード別 CSV）

250 m メッシュの震度曝露人口の数値データ（CSV
ファイル形式）を取得することができる．API で選

択可能な地盤増幅率，震度，時間帯はそれぞれ表

6.7.2-2，表 6.7.2-4，表 6.7.2-5 と同様である．

(8) 行政区別震度曝露人口取得 API
以下に示す震度曝露人口の数値データ（JSON ファ

イル形式又は CSV ファイル形式）を取得することが

できる．API で選択可能な地盤増幅率，震度，時間

帯はそれぞれ表 6.7.2-2，表 6.7.2-4，表 6.7.2-5 と同

様である．

・ 都道府県別震度曝露人口（人）

・ 市区町村別震度曝露人口（人）

(9) 250 m メッシュ建物被害取得 API（面的数値デー

タ）

以下に示す建物被害の数値データ（netCDF ファイ

ル形式）を取得することができる．

・ 250 m メッシュ建物被害（棟・率）

API で選択可能な地盤増幅率の種類は表 6.7.2-2 と

同様である．選択可能な建物被害推定手法，建物被

害状況種別，データ分類をそれぞれ表 6.7.2-6，表

6.7.2-7，表 6.7.2-8 に示す．

表 6.7.2-6  選択可能な建物被害推定手法の一覧

No. 手法名

1. M1（中央防災会議 2012）

2. M2（堀江 2004，村尾・山崎 2002）

3. M3（堀江 2004，村尾・山崎 2000）

4. M4（村尾・山崎 2002）

5. M5（中央防災会議 2004）

6. M6（佐伯ほか 2016）

7. M7（翠川ほか 2011）

8. M8（清水ほか 2016）

9. M9（門馬ほか 2018）

表 6.7.2-7  選択可能な建物被害状況種別の一覧

No. 建物被害状況種別

1. 全壊

2. 全半壊

3. 被害なし

表 6.7.2-8  選択可能なデータ分類の一覧

No. データ分類

1. 合計値

2. 新耐震・木造

3. 新耐震・RC 造

4. 新耐震・S 造

5. 旧耐震・木造

6. 旧耐震・RC 造

7. 旧耐震・S 造

(10) 250 m メッシュ建物被害取得 API（メッシュコー

ド別 CSV）

以下に示す建物被害の数値データ（CSV ファイル

形式）を取得することができる．

・ 250 m メッシュ建物被害（棟・率）

API で選択可能な地盤増幅率の種類，建物被害推

定手法，建物被害状況種別，データ分類はそれぞれ

表 6.7.2-2，表 6.7.2-6，表 6.7.2-7，表 6.7.2-8 と同様

である．

(11) 行政区別建物被害取得 API
以下に示す建物被害の数値データ（JSON ファイル

形式又は CSV ファイル形式）を取得することができ

る．

・ 都道府県別建物被害（棟・率）

・ 市区町村別建物被害（棟・率）

API で選択可能な地盤増幅率の種類，建物被害推

定手法，建物被害状況種別，データ分類はそれぞれ

表 6.7.2-2，表 6.7.2-6，表 6.7.2-7，表 6.7.2-8 と同様

である．

(12) 250 m メッシュ人的被害取得 API（面的数値デー

タ）

以下に示す人的被害の数値データ（netCDF ファイ

ル形式）を取得することができる．

・ 250 m メッシュ人的被害（人）
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避難者数は，建物被害による避難者数のみである．

重篤者数は，人的被害関数 P5 のみである．人的被

害関数 P5，P6 は，木造建物被害による人的被害推

定データである．

API で選択可能な地盤増幅率の種類は表 6.7.2-2 と

同様である．選択可能な人的被害推定手法，人的被

害状況種別それぞれ表 6.7.2-9，表 6.7.2-10 に示す．

表 6.7.2-9  選択可能な人的被害推定手法の一覧

No. 手法名

1. P1（人的：中央防災会議 2012，建物：中央防災会議 2012）

2. P2（人的：中央防災会議 2012，建物：佐伯ほか 2016）

3. P3（人的：佐伯ほか 2001，建物：中央防災会議 2012）

4. P4（人的：佐伯ほか 2001，建物：佐伯ほか 2016）

5. P5（人的：岡田・中嶋 2015）

6.
P6（人的：佐伯ほか 2001，建物：佐伯ほか 2001+ 中央防

災会議 2012）
7. P9（佐伯ほか 2018）

表 6.7.2-10  選択可能な人的被害状況種別の一覧

No. 人的被害状況種別

1. 死者

2. 重傷者

3. 軽傷者

4. 避難者

5. 重篤者

(13) 250 m メッシュ人的被害取得 API（メッシュコー

ド別 CSV）

以下に示す人的被害の数値データ（CSV ファイル

形式）を取得することができる．

・ 250 m メッシュ人的被害（人）

避難者数は，建物被害による避難者数のみである．

重篤者数は，人的被害関数 P5 のみである．人的被

害関数 P5，P6 は，木造建物被害による人的被害推

定データである．

API で選択可能な地盤増幅率，人的被害推定手法，

人的被害状況種別の種類はそれぞれ表 6.7.2-2，表

6.7.2-9，表 6.7.2-10 と同様である．

(14) 行政区別人的被害取得 API
以下に示す人的被害の数値データ（JSON ファイル形

式又は CSV ファイル形式）を取得することができる．

・ 都道府県別人的被害（人）

・ 市区町村別人的被害（人）

避難者数は，建物被害による避難者数のみである．

重篤者数は，人的被害関数 P5 のみである．人的被

害関数 P5，P6 は，木造建物被害による人的被害推

定データである．

API で選択可能な地盤増幅率，人的被害推定手法，

人的被害状況種別の種類はそれぞれ表 6.7.2-2，表

6.7.2-9，表 6.7.2-10 と同様である．

6.8   被害推定事例

実際に発生した地震における，本システムの被害

推定事例として 2018 年 6 月 18 日に発生した大阪府

北部地震，2018 年 9 月 6 日に発生した北海道胆振

東部地震について述べる．

推定結果の一部（地震動分布，建物被害分布）は防

災科研クライシスレスポンスサイト（NIED-CRS）に
提供されている．また，推定結果の一部（地震動分布，

震度曝露人口分布）を J-RISQ 地震速報（中村ほか，

2015）の最終報として，大阪府北部地震，北海道胆

振東部地震ともに地震発生から約 13 分で発表した．

大阪府北部地震，北海道胆振東部地震の発表情報を

それぞれ図 6.8-1，図 6.8-2 に示す．

図 6.8-1  J-RISQ 地震速報 大阪府北部地震
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6.8.1   大阪府北部地震（2018 年 6 月 18 日発生）

(1) 地震動推定結果

震度，最大速度，最大加速度，加速度応答スペク

トル，疑似速度応答スペクトルの周期帯 0.5 ～ 1.5
秒の平均値および，周期帯 1.0 ～ 2.0 秒の平均値（そ

れぞれ木造疑似速度応答スペクトル，非木造疑似速

度応答スペクトルと記す）の推定分布をそれぞれ図

6.8.1-1 ～図 6.8.1-11 に示す．

図 6.8-2  J-RISQ 地震速報 北海道胆振東部地震

図 6.8.1-1  震度分布

図 6.8.1-2  最大速度分布

図 6.8.1-3  最大加速度分布

図 6.8.1-4  加速度応答スペクトル（周期 0.5 秒）分布
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図 6.8.1-5  加速度応答スペクトル（周期 0.75 秒）分布

図 6.8.1-6  加速度応答スペクトル（周期 1.0 秒）分布

図 6.8.1-7  加速度応答スペクトル（周期 1.25 秒）分布

図 6.8.1-8  加速度応答スペクトル（周期 1.5 秒）分布

図 6.8.1-9  加速度応答スペクトル（周期 2.0 秒）分布

図 6.8.1-10  木造疑似速度応答スペクトル分布
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図 6.8.1-11  非木造疑似速度応答スペクトル分布
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(2) 震度曝露人口推定結果

震度曝露人口推定結果を表 6.8.1-1，表 6.8.1-2 に

示す．250 m メッシュ震度曝露人口推定分布を図

6.8.1-12 ～図 6.8.1-23 に示す（人口分布データについ

ては 6.3.1 を参照のこと）．

表 6.8.1-1  都道府県別震度曝露人口

都道府県

地震発生時刻 昼間 夜間

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

滋賀県 22,932 0 0 0 26,881 0 0 0 28,895 0 0 0

京都府 1,001,373 324,515 1,403 0 1,085,195 355,364 1,264 0 1,112,777 369,439 2,003 0

大阪府 3,728,337 2,379,139 688,382 0 4,487,923 2,682,774 736,647 0 4,040,848 2,581,223 735,347 0

兵庫県 879,505 229,819 32,386 0 888,562 231,094 26,968 0 1,015,558 271,611 41,070 0

奈良県 220,446 11,230 0 0 217,772 9,712 0 0 256,561 13,601 0 0

表 6.8.1-2  市区町村別震度曝露人口

都道府県

地震発生時刻 昼間 夜間

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

滋賀県大津市 18,402 0 0 0 20,149 0 0 0 23,584 0 0 0 

滋賀県草津市 4,530 0 0 0 6,732 0 0 0 5,311 0 0 0 

京都府京都市上京区 2,993 0 0 0 4,967 0 0 0 2,737 0 0 0 

京都府京都市左京区 20,681 0 0 0 38,122 0 0 0 21,010 0 0 0 

京都府京都市中京区 32,050 0 0 0 73,306 0 0 0 25,816 0 0 0 

京都府京都市東山区 8,490 0 0 0 13,694 0 0 0 4,326 0 0 0 

京都府京都市下京区 7,053 0 0 0 17,150 0 0 0 3,530 0 0 0 

京都府京都市南区 45,470 21,060 0 0 67,102 26,201 0 0 51,741 25,299 0 0 

京都府京都市右京区 48,293 0 0 0 49,253 0 0 0 56,965 0 0 0 

京都府京都市伏見区 152,877 52,248 0 0 161,867 58,347 0 0 183,250 64,846 0 0 

京都府京都市山科区 530 0 0 0 592 0 0 0 536 0 0 0 

京都府京都市西京区 117,182 56,896 0 0 99,963 47,068 0 0 136,009 65,710 0 0 

京都府宇治市 142,073 52,511 0 0 134,082 53,432 0 0 157,106 53,085 0 0 

京都府亀岡市 62,147 7,773 1,399 0 59,974 8,751 1,219 0 67,990 10,780 1,948 0 

京都府城陽市 69,407 31,121 0 0 62,005 27,031 0 0 79,686 35,552 0 0 

京都府向日市 49,583 22,504 0 0 42,633 21,487 0 0 57,117 27,219 0 0 

京都府長岡京市 73,883 29,840 0 0 73,911 33,938 0 0 79,145 30,844 0 0 

京都府八幡市 65,280 16,330 1 0 58,704 21,846 14 0 73,060 18,174 30 0 

京都府京田辺市 54,866 12,313 0 0 63,708 16,632 0 0 63,237 16,129 0 0 

京都府南丹市 3,182 0 0 0 3,579 0 0 0 3,003 0 0 0 

京都府木津川市 2,643 0 0 0 2,559 0 0 0 2,961 0 0 0 

京都府乙訓郡大山崎町 14,001 5,155 2 0 12,398 7,429 30 0 12,853 5,290 25 0 

京都府久世郡久御山町 18,179 16,754 0 0 35,085 33,092 0 0 18,079 16,383 0 0 

京都府綴喜郡井手町 2,203 9 0 0 3,246 108 0 0 2,800 127 0 0 

京都府綴喜郡宇治田原町 126 0 0 0 33 0 0 0 60 0 0 0 

京都府相楽郡精華町 8,180 0 0 0 7,262 0 0 0 9,758 0 0 0 

大阪府大阪市都島区 94,747 56,964 0 0 108,522 53,141 0 0 105,412 69,951 0 0 

大阪府大阪市福島区 64,944 5,481 0 0 101,385 12,663 0 0 65,190 4,617 0 0 

大阪府大阪市此花区 60,833 0 0 0 73,172 0 0 0 65,921 0 0 0 

大阪府大阪市西区 28,666 1,815 0 0 108,609 13,355 0 0 23,542 454 0 0 

大阪府大阪市港区 38,912 0 0 0 43,831 0 0 0 44,302 0 0 0 

大阪府大阪市大正区 6,284 0 0 0 7,854 0 0 0 7,238 0 0 0 

大阪府大阪市西淀川区 87,190 5,289 0 0 93,524 4,603 0 0 96,619 6,262 0 0 

大阪府大阪市東淀川区 148,335 108,254 4,605 0 147,625 105,880 3,540 0 171,609 128,114 5,819 0 

大阪府大阪市生野区 48,196 0 0 0 51,290 0 0 0 58,480 0 0 0 

大阪府大阪市旭区 79,019 35,290 0 0 79,031 33,310 0 0 90,413 40,074 0 0 

大阪府大阪市城東区 87,892 3,232 0 0 91,976 2,717 0 0 96,984 3,680 0 0 

大阪府大阪市西成区 14,508 0 0 0 18,057 0 0 0 19,667 0 0 0 
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都道府県

地震発生時刻 昼間 夜間

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

大阪府大阪市淀川区 166,728 159,437 0 0 230,652 218,424 0 0 169,577 165,002 0 0 

大阪府大阪市鶴見区 6,219 0 0 0 7,842 0 0 0 6,791 0 0 0 

大阪府大阪市住之江区 23,427 0 0 0 29,550 0 0 0 22,791 0 0 0 

大阪府大阪市北区 241,328 166,676 52,512 0 500,258 342,566 71,901 0 116,089 49,849 6,460 0 

大阪府大阪市中央区 36,643 5,207 0 0 225,296 31,850 0 0 9,279 711 0 0 

大阪府豊中市 331,482 291,426 59,321 0 319,243 274,080 61,961 0 386,823 340,605 66,071 0 

大阪府池田市 79,669 3,142 0 0 84,227 6,247 0 0 92,785 5,073 0 0 

大阪府吹田市 317,700 210,110 41,887 0 371,210 250,692 55,761 0 363,561 237,059 46,960 0 

大阪府泉大津市 4,915 0 0 0 4,495 0 0 0 5,085 0 0 0 

大阪府高槻市 308,388 307,430 194,980 0 293,984 292,459 185,468 0 358,568 356,792 228,620 0 

大阪府守口市 122,930 22,016 0 0 146,084 21,933 0 0 142,338 27,721 0 0 

大阪府枚方市 343,720 294,216 70,899 0 347,320 297,120 79,247 0 406,840 347,757 82,907 0 

大阪府茨木市 247,179 246,073 188,470 0 257,120 255,390 194,864 0 273,428 271,808 209,883 0 

大阪府寝屋川市 204,609 166,363 25,795 0 196,523 164,676 28,483 0 236,768 191,341 30,272 0 

大阪府大東市 96,437 13,927 0 0 96,334 13,804 0 0 105,258 16,335 0 0 

大阪府箕面市 108,451 97,060 18,005 0 111,665 100,094 20,263 0 129,467 114,839 22,974 0 

大阪府門真市 80,204 33,831 0 0 87,064 33,730 0 0 94,953 40,423 0 0 

大阪府摂津市 78,868 73,670 14,932 0 93,902 89,451 20,667 0 85,904 80,308 16,029 0 

大阪府東大阪市 20,020 0 0 0 30,754 0 0 0 22,896 0 0 0 

大阪府四條畷市 39,948 3,563 0 0 34,962 4,762 0 0 45,983 5,658 0 0 

大阪府交野市 64,222 45,683 0 0 55,949 40,193 0 0 69,466 50,266 0 0 

大阪府三島郡島本町 25,486 20,068 16,974 0 22,210 18,337 14,492 0 29,387 23,822 19,353 0 

大阪府豊能郡豊能町 13,838 2,914 0 0 10,392 1,296 0 0 15,290 2,703 0 0 

大阪府豊能郡能勢町 6,400 0 0 0 6,011 0 0 0 6,146 0 0 0 

兵庫県神戸市東灘区 10,479 0 0 0 9,313 0 0 0 11,754 0 0 0 

兵庫県尼崎市 387,053 195,728 32,342 0 410,392 186,012 26,686 0 453,743 232,950 40,839 0 

兵庫県西宮市 245,255 0 0 0 232,413 0 0 0 283,458 0 0 0 

兵庫県芦屋市 1,743 0 0 0 1,078 0 0 0 1,697 0 0 0 

兵庫県伊丹市 140,043 23,016 44 0 150,313 34,092 282 0 164,700 29,291 231 0 

兵庫県宝塚市 10,378 0 0 0 6,894 0 0 0 9,863 0 0 0 

兵庫県川西市 78,954 11,014 0 0 74,098 10,966 0 0 84,481 9,343 0 0 

兵庫県三田市 3,645 61 0 0 2,605 24 0 0 4,274 26 0 0 

兵庫県川辺郡猪名川

町
1,955 0 0 0 1,458 0 0 0 1,589 0 0 0 

奈良県奈良市 86,772 313 0 0 80,579 204 0 0 101,896 363 0 0 

奈良県大和高田市 4,599 0 0 0 4,337 0 0 0 6,718 0 0 0 

奈良県大和郡山市 32,555 10,889 0 0 35,279 9,422 0 0 36,291 13,180 0 0 

奈良県天理市 4,048 0 0 0 5,019 0 0 0 5,077 0 0 0 

奈良県橿原市 3,676 0 0 0 3,138 0 0 0 4,784 0 0 0 

奈良県桜井市 635 0 0 0 759 0 0 0 892 0 0 0 

奈良県御所市 7,942 0 0 0 9,084 0 0 0 8,283 0 0 0 

奈良県生駒市 36,556 28 0 0 35,333 34 0 0 42,232 54 0 0 

奈良県香芝市 7,479 0 0 0 7,245 0 0 0 9,281 0 0 0 

奈良県葛城市 150 0 0 0 331 0 0 0 311 0 0 0 

奈良県山辺郡山添村 64 0 0 0 54 0 0 0 83 0 0 0 

奈良県生駒郡斑鳩町 9,200 0 0 0 6,790 0 0 0 9,822 0 0 0 

奈良県生駒郡安堵町 2,975 0 0 0 3,059 0 0 0 3,232 0 0 0 

奈良県磯城郡川西町 4,719 0 0 0 6,288 0 0 0 5,638 0 0 0 

奈良県磯城郡三宅町 1,904 0 0 0 2,088 0 0 0 2,675 0 0 0 

奈良県磯城郡田原本

町
250 0 0 0 642 0 0 0 579 0 0 0 

奈良県高市郡高取町 6,232 0 0 0 6,236 52 0 0 6,173 4 0 0 

奈良県高市郡明日香

村
574 0 0 0 524 0 0 0 773 0 0 0 

奈良県北葛城郡上牧

町
1,242 0 0 0 1,160 0 0 0 1,381 0 0 0 

奈良県北葛城郡広陵

町
8,580 0 0 0 9,115 0 0 0 9,535 0 0 0 

奈良県北葛城郡河合

町
291 0 0 0 715 0 0 0 903 0 0 0 
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図 6.8.1-12  震度曝露人口震度 5 弱以上

（地震発生時）分布

図 6.8.1-13  震度曝露人口震度 5 強以上

（地震発生時）分布

図 6.8.1-14  震度曝露人口震度 6 弱以上

（地震発生時）分布

図 6.8.1-15  震度曝露人口震度 6 強以上

（地震発生時）分布

図 6.8.1-16  震度曝露人口震度 5 弱以上

（昼間）分布

図 6.8.1-17  震度曝露人口震度 5 強以上

（昼間）分布
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図 6.8.1-18  震度曝露人口震度 6 弱以上

（昼間）分布

図 6.8.1-19  震度曝露人口震度 6 強以上

（昼間）分布

図 6.8.1-20  震度曝露人口震度 5 弱以上

（夜間）分布

図 6.8.1-21  震度曝露人口震度 5 強以上

（夜間）分布

図 6.8.1-22  震度曝露人口震度 6 弱以上

（夜間）分布

図 6.8.1-23  震度曝露人口震度 6 強以上

（夜間）分布
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(3) 建物被害推定結果

都道府県別の建物被害推定結果を表 6.8.1-3 に示

す．市区町村別の建物被害推定結果を表 6.8.1-4 に

示す．250 m メッシュ推定分布結果を図 6.8.1-24 ～

図 6.8.1-39 に示す．

表 6.8.1-3  都道府県別推定建物被害（棟数）

都道府県

M1 M2 M3 M4 M5 M6 M7 M8

全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊

京都府 11 514 1 78 1 249 1 83 15 464 26 78 0 0 0 137 

大阪府 1,376 15,318 705 1,993 1,357 7,721 626 2,118 1,460 14,873 849 1,993 23 329 0 1,402 

兵庫県 19 590 12 63 22 210 10 69 21 485 25 63 0 1 0 72 

奈良県 0 7 0 1 0 3 0 1 0 5 0 1 0 0 0 1 

表 6.8.1-4  市区町村別推定建物被害（棟数）

市区町村

M1 M2 M3 M4 M5 M6 M7 M8

全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊

京都府京都市左京区 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

京都府京都市中京区 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

京都府京都市南区 1 34 0 4 0 13 0 4 1 25 1 4 0 0 0 0 

京都府京都市右京区 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

京都府京都市伏見区 0 29 0 4 0 12 0 4 0 20 1 4 0 0 0 27 

京都府京都市西京区 0 50 0 5 0 15 0 5 1 35 1 5 0 0 0 0 

京都府宇治市 2 89 0 13 0 42 0 14 3 87 5 13 0 0 0 20 

京都府亀岡市 1 30 1 4 1 15 1 5 1 25 2 4 0 0 0 0 

京都府城陽市 2 74 0 10 0 31 0 10 2 77 4 10 0 0 0 30 

京都府向日市 2 91 0 8 0 26 0 9 3 88 3 8 0 0 0 0 

京都府長岡京市 1 30 0 4 0 13 0 5 1 29 1 4 0 0 0 3 

京都府八幡市 1 28 0 10 0 31 0 10 1 25 3 10 0 0 0 12 

京都府京田辺市 0 17 0 4 0 14 0 4 1 15 1 4 0 0 0 16 

京都府木津川市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 

京都府乙訓郡大山崎町 0 15 0 3 0 7 0 3 1 14 1 3 0 0 0 3 

京都府久世郡久御山町 1 24 0 9 0 30 0 10 1 22 3 9 0 0 0 11 

京都府綴喜郡井手町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 

京都府相楽郡精華町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 

大阪府大阪市都島区 0 18 0 3 0 10 0 3 0 11 1 3 0 0 0 0 

大阪府大阪市福島区 0 3 0 0 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市此花区 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 

大阪府大阪市西区 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市港区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 

大阪府大阪市大正区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 

大阪府大阪市浪速区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

大阪府大阪市西淀川区 0 7 0 1 0 2 0 1 0 4 0 1 0 0 0 3 

大阪府大阪市東淀川区 5 197 1 20 2 68 1 22 5 134 7 20 0 0 0 0 

大阪府大阪市東成区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 

大阪府大阪市生野区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6 

大阪府大阪市旭区 0 24 0 3 0 10 0 3 0 15 1 3 0 0 0 1 

大阪府大阪市城東区 0 4 0 0 0 1 0 0 0 2 0 0 0 0 0 4 

大阪府大阪市東住吉区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

大阪府大阪市西成区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

大阪府大阪市淀川区 2 154 0 23 0 73 0 24 3 98 8 23 0 0 0 0 

大阪府大阪市鶴見区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 16 
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市区町村

M1 M2 M3 M4 M5 M6 M7 M8

全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊

大阪府大阪市住之江区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 5 

大阪府大阪市平野区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

大阪府大阪市北区 3 90 1 15 2 50 1 15 3 62 7 15 0 0 0 0 

大阪府豊中市 36 965 28 102 48 353 24 113 40 809 44 102 1 1 0 3 

大阪府池田市 0 4 0 1 0 2 0 1 0 3 0 1 0 0 0 0 

大阪府吹田市 14 359 9 50 15 168 7 54 16 314 20 50 0 0 0 1 

大阪府高槻市 612 6,008 303 725 604 2,935 267 776 648 6,030 321 725 9 141 0 254 

大阪府守口市 0 16 0 2 0 7 0 2 0 13 1 2 0 0 0 88 

大阪府枚方市 216 2,009 112 309 220 1,218 100 322 245 2,147 130 309 5 68 0 113 

大阪府茨木市 408 3,663 205 524 383 2,085 188 545 408 3,535 225 524 7 114 0 85 

大阪府八尾市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

大阪府寝屋川市 23 673 10 59 19 194 8 67 27 635 23 59 0 1 0 351 

大阪府大東市 0 9 0 1 0 4 0 1 0 8 0 1 0 0 0 110 

大阪府箕面市 14 318 9 48 16 160 7 52 16 303 17 48 0 1 0 0 

大阪府門真市 0 22 0 4 0 13 0 5 0 19 1 4 0 0 0 156 

大阪府摂津市 16 389 11 59 17 204 9 63 18 359 24 59 0 1 0 56 

大阪府東大阪市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 104 

大阪府四條畷市 0 11 0 1 0 4 0 1 0 10 0 1 0 0 0 11 

大阪府交野市 1 42 0 8 0 24 0 8 1 41 2 8 0 0 0 3 

大阪府三島郡島本町 25 330 16 35 30 134 14 39 27 315 16 35 0 3 0 10 

大阪府豊能郡豊能町 0 2 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

兵庫県尼崎市 18 542 12 52 22 175 10 58 20 449 22 52 0 1 0 51 

兵庫県西宮市 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 0 0 0 18 

兵庫県伊丹市 1 31 0 9 0 30 0 9 1 28 3 9 0 0 0 3 

兵庫県川西市 0 12 0 2 0 5 0 2 0 6 0 2 0 0 0 1 

奈良県奈良市 0 2 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

奈良県大和郡山市 0 3 0 1 0 3 0 1 0 2 0 1 0 0 0 0 

奈良県生駒市 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 

図 6.8.1-24  建物被害分布 全壊棟数 M1 図 6.8.1-25  建物被害分布 全壊棟数 M2
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図 6.8.1-26  建物被害分布 全壊棟数 M3

図 6.8.1-27  建物被害分布 全壊棟数 M4

図 6.8.1-28  建物被害分布 全壊棟数 M5

図 6.8.1-29  建物被害分布 全壊棟数 M6

図 6.8.1-30  建物被害分布 全壊棟数 M7

図 6.8.1-31  建物被害分布 全壊棟数 M8
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図 6.8.1-32 建物被害分布 全半壊棟数 M1

図 6.8.1-33  建物被害分布 全半壊棟数 M2

図 6.8.1-34  建物被害分布 全半壊棟数 M3

図 6.8.1-35  建物被害分布 全半壊棟数 M4

図 6.8.1-36  建物被害分布 全半壊棟数 M5

図 6.8.1-37  建物被害分布 全半壊棟数 M6
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図 6.8.1-38  建物被害分布 全半壊棟数 M7

図 6.8.1-39  建物被害分布 全半壊棟数 M8

(4) 人的被害推定結果

都道府県別の人的被害推定結果を表 6.8.1-5 ～表

6.8.1-10 に示す．市区町村別の人的被害推定結果を

表 6.8.1-11 ～ 表 6.8.1-16 に示す．250 m メッシュ人

的被害分布を図 6.8.1-40 ～図 6.8.1-61 に示す．

表 6.8.1-5  都道府県別推定死者数（人）

都道府県 P1 P2 P3 P4 P5 P6

京都府 0 0 0 0 0 0

大阪府 74 35 62 43 18 16

兵庫県 1 1 1 1 1 0

奈良県 0 0 0 0 0 0

表 6.8.1-6  都道府県別推定重傷者数（人）

都道府県 P1 P2 P3 P4 P5 P6

京都府 0 1 0 0 0 0

大阪府 102 99 75 52 106 19

兵庫県 2 4 1 1 3 0

奈良県 0 0 0 0 0 0

表 6.8.1-7  都道府県別推定負傷者数（人）

都道府県 P1 P2 P3 P4 P5 P6

京都府 77 19 51 1 5 36

大阪府 1,883 438 1,997 206 400 1,226

兵庫県 71 19 77 5 12 41

奈良県 1 0 0 0 0 0

表 6.8.1-8  都道府県別推定脱出困難者数（人）

都道府県 P1 P2

京都府 1 4

大阪府 400 354

兵庫県 6 9

奈良県 0 0

表 6.8.1-9  都道府県別推定避難者数（人）

都道府県 P1 P2

京都府 210 99

大阪府 11,634 4,151

兵庫県 360 122

奈良県 3 1

表 6.8.1-10  都道府県別推定入院者数（人）

都道府県 P3 P4 P6

京都府 0 0 0

大阪府 19 12 0

兵庫県 0 0 0

奈良県 0 0 0

表 6.8.1-11  市区町村別推定死者数（人）

市区町村 P1 P2 P3 P4 P5 P6

京都府京都市中京区 0 0 0 0 0 0 

京都府京都市南区 0 0 0 0 0 0 

京都府京都市伏見区 0 0 0 0 0 0 

京都府京都市西京区 0 0 0 0 0 0 

京都府宇治市 0 0 0 0 0 0 

京都府亀岡市 0 0 0 0 0 0 

京都府城陽市 0 0 0 0 0 0 

京都府向日市 0 0 0 0 0 0 

京都府長岡京市 0 0 0 0 0 0 

京都府八幡市 0 0 0 0 0 0 

京都府京田辺市 0 0 0 0 0 0 

京都府木津川市 0 0 0 0 0 0 

京都府乙訓郡大山崎町 0 0 0 0 0 0 

京都府久世郡久御山町 0 0 0 0 0 0 
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市区町村 P1 P2 P3 P4 P5 P6

京都府綴喜郡井手町 0 0 0 0 0 0 

京都府相楽郡精華町 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市都島区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市福島区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市此花区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市港区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市大正区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市浪速区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市西淀川区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市東淀川区 0 0 0 1 0 0 

大阪府大阪市東成区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市生野区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市旭区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市城東区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市東住吉区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市西成区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市淀川区 0 0 0 1 0 0 

大阪府大阪市鶴見区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市住之江区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市平野区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市北区 0 0 0 1 0 0 

大阪府大阪市中央区 0 0 0 0 0 0 

大阪府豊中市 2 2 2 2 1 0 

大阪府池田市 0 0 0 0 0 0 

大阪府吹田市 1 1 1 2 0 0 

大阪府高槻市 34 14 25 14 8 8 

大阪府守口市 0 0 0 0 0 0 

大阪府枚方市 12 5 10 6 2 3 

大阪府茨木市 22 9 21 12 7 5 

大阪府寝屋川市 1 1 1 1 0 0 

大阪府大東市 0 0 0 0 0 0 

大阪府箕面市 1 1 1 1 0 0 

大阪府門真市 0 0 0 0 0 0 

大阪府摂津市 1 1 1 1 0 0 

大阪府東大阪市 0 0 0 0 0 0 

大阪府四條畷市 0 0 0 0 0 0 

大阪府交野市 0 0 0 0 0 0 

大阪府三島郡島本町 1 1 1 1 0 0 

兵庫県尼崎市 1 1 1 1 1 0 

兵庫県西宮市 0 0 0 0 0 0 

兵庫県伊丹市 0 0 0 0 0 0 

兵庫県川西市 0 0 0 0 0 0 

奈良県奈良市 0 0 0 0 0 0 

奈良県大和郡山市 0 0 0 0 0 0 

表 6.8.1-12  市区町村別推定重傷者数（人）

市区町村 P1 P2 P3 P4 P5 P6

京都府京都市中京区 0 0 0 0 0 0 

京都府京都市南区 0 0 0 0 0 0 

京都府京都市伏見区 0 0 0 0 0 0 

京都府京都市西京区 0 0 0 0 0 0 

京都府宇治市 0 1 0 0 0 0 

京都府亀岡市 0 0 0 0 0 0 

市区町村 P1 P2 P3 P4 P5 P6

京都府城陽市 0 0 0 0 0 0 

京都府向日市 0 0 0 0 0 0 

京都府長岡京市 0 0 0 0 0 0 

京都府八幡市 0 0 0 0 0 0 

京都府京田辺市 0 0 0 0 0 0 

京都府木津川市 0 0 0 0 0 0 

京都府乙訓郡大山崎町 0 0 0 0 0 0 

京都府久世郡久御山町 0 0 0 0 0 0 

京都府綴喜郡井手町 0 0 0 0 0 0 

京都府相楽郡精華町 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市都島区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市福島区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市此花区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市港区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市大正区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市浪速区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市西淀川区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市東淀川区 0 1 0 1 1 0 

大阪府大阪市東成区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市生野区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市旭区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市城東区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市東住吉区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市西成区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市淀川区 0 1 0 1 1 0 

大阪府大阪市鶴見区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市住之江区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市平野区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市北区 0 1 0 1 0 0 

大阪府大阪市中央区 0 0 0 0 0 0 

大阪府豊中市 3 7 2 3 5 0 

大阪府池田市 0 0 0 0 0 0 

大阪府吹田市 1 3 1 3 2 0 

大阪府高槻市 47 35 30 17 42 10 

大阪府守口市 0 0 0 0 0 0 

大阪府枚方市 17 16 12 8 12 3 

大阪府茨木市 28 24 26 15 35 6 

大阪府寝屋川市 2 3 1 1 2 0 

大阪府大東市 0 0 0 0 0 0 

大阪府箕面市 1 2 1 1 2 0 

大阪府門真市 0 0 0 0 0 0 

大阪府摂津市 1 3 1 1 1 0 

大阪府東大阪市 0 0 0 0 0 0 

大阪府四條畷市 0 0 0 0 0 0 

大阪府交野市 0 0 0 0 0 0 

大阪府三島郡島本町 2 2 1 1 2 0 

兵庫県尼崎市 2 3 1 1 3 0 

兵庫県西宮市 0 0 0 0 0 0 

兵庫県伊丹市 0 1 0 0 0 0 

兵庫県川西市 0 0 0 0 0 0 

奈良県奈良市 0 0 0 0 0 0 

奈良県大和郡山市 0 0 0 0 0 0 
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表 6.8.1-13  市区町村別推定重傷者数（人）

市区町村 P1 P2 P3 P4 P5 P6

京都府京都市中京区 0 0 0 0 0 0 

京都府京都市南区 5 1 4 0 1 2 

京都府京都市伏見区 4 1 3 0 0 2 

京都府京都市西京区 7 2 6 0 1 4 

京都府宇治市 13 3 9 1 1 7 

京都府亀岡市 5 1 2 0 0 1 

京都府城陽市 12 2 7 1 1 6 

京都府向日市 13 2 9 0 1 7 

京都府長岡京市 5 1 3 0 0 2 

京都府八幡市 5 2 2 0 0 1 

京都府京田辺市 3 1 2 0 0 1 

京都府木津川市 0 0 0 0 0 0 

京都府乙訓郡大山崎町 2 1 1 0 0 1 

京都府久世郡久御山町 4 2 3 0 0 1 

京都府綴喜郡井手町 0 0 0 0 0 0 

京都府相楽郡精華町 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市都島区 2 1 3 0 0 1 

大阪府大阪市福島区 1 0 1 0 0 0 

大阪府大阪市此花区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市港区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市大正区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市浪速区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市西淀川区 1 0 1 0 0 0 

大阪府大阪市東淀川区 18 7 36 3 6 14 

大阪府大阪市東成区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市生野区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市旭区 3 1 3 0 0 1 

大阪府大阪市城東区 1 0 1 0 0 0 

大阪府大阪市東住吉区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市西成区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市淀川区 15 8 24 3 3 9 

大阪府大阪市鶴見区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市住之江区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市平野区 0 0 0 0 0 0 

大阪府大阪市北区 7 4 21 5 1 3 

大阪府大阪市中央区 0 0 0 0 0 0 

大阪府豊中市 106 33 121 11 20 67 

大阪府池田市 1 0 0 0 0 0 

大阪府吹田市 40 16 73 11 9 32 

大阪府高槻市 772 142 701 66 159 500 

大阪府守口市 2 1 2 0 0 1 

大阪府枚方市 265 66 257 31 45 154 

大阪府茨木市 419 103 539 60 129 312 

大阪府寝屋川市 87 17 78 5 8 50 

大阪府大東市 1 0 1 0 0 1 

大阪府箕面市 42 13 44 4 6 25 

大阪府門真市 3 1 2 0 0 1 

大阪府摂津市 52 15 40 4 5 26 

大阪府東大阪市 0 0 0 0 0 0 

大阪府四條畷市 2 0 1 0 0 1 

大阪府交野市 6 2 5 0 1 3 

大阪府三島郡島本町 37 9 44 4 9 26 

市区町村 P1 P2 P3 P4 P5 P6

兵庫県尼崎市 63 16 72 5 12 39 

兵庫県西宮市 1 0 1 0 0 0 

兵庫県伊丹市 5 3 3 1 0 1 

兵庫県川西市 2 1 1 0 0 1 

奈良県奈良市 0 0 0 0 0 0 

奈良県大和郡山市 1 0 0 0 0 0 

表 6.8.1-14  市区町村別推定脱出困難者数（人）

市区町村 P1 P2

京都府京都市中京区 0 0 

京都府京都市南区 0 0 

京都府京都市伏見区 0 1 

京都府京都市西京区 0 1 

京都府宇治市 1 1 

京都府亀岡市 0 0 

京都府城陽市 0 1 

京都府向日市 1 1 

京都府長岡京市 0 0 

京都府八幡市 0 0 

京都府京田辺市 0 0 

京都府木津川市 0 0 

京都府乙訓郡大山崎町 0 0 

京都府久世郡久御山町 0 0 

京都府綴喜郡井手町 0 0 

京都府相楽郡精華町 0 0 

大阪府大阪市都島区 0 1 

大阪府大阪市福島区 0 0 

大阪府大阪市此花区 0 0 

大阪府大阪市港区 0 0 

大阪府大阪市大正区 0 0 

大阪府大阪市浪速区 0 0 

大阪府大阪市西淀川区 0 0 

大阪府大阪市東淀川区 2 6 

大阪府大阪市東成区 0 0 

大阪府大阪市生野区 0 0 

大阪府大阪市旭区 0 1 

大阪府大阪市城東区 0 0 

大阪府大阪市東住吉区 0 0 

大阪府大阪市西成区 0 0 

大阪府大阪市淀川区 1 9 

大阪府大阪市鶴見区 0 0 

大阪府大阪市住之江区 0 0 

大阪府大阪市平野区 0 0 

大阪府大阪市北区 2 9 

大阪府大阪市中央区 0 0 

大阪府豊中市 11 20 

大阪府池田市 0 0 

大阪府吹田市 9 20 

大阪府高槻市 163 109 

大阪府守口市 0 0 

大阪府枚方市 61 54 

大阪府茨木市 125 96 

大阪府寝屋川市 7 9 
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市区町村 P1 P2

大阪府大東市 0 0 

大阪府箕面市 5 7 

大阪府門真市 0 0 

大阪府摂津市 4 6 

大阪府東大阪市 0 0 

大阪府四條畷市 0 0 

大阪府交野市 0 1 

大阪府三島郡島本町 8 6 

兵庫県尼崎市 6 9 

兵庫県西宮市 0 0 

兵庫県伊丹市 0 1 

兵庫県川西市 0 0 

奈良県奈良市 0 0 

奈良県大和郡山市 0 0 

表 6.8.1-15  市区町村別推定避難者数（人）

市区町村 P1 P2

京都府京都市中京区 0 0 

京都府京都市南区 0 0 

京都府京都市伏見区 0 1 

京都府京都市西京区 0 1 

京都府宇治市 1 1 

京都府亀岡市 0 0 

京都府城陽市 0 1 

京都府向日市 1 1 

京都府長岡京市 0 0 

京都府八幡市 0 0 

京都府京田辺市 0 0 

京都府木津川市 0 0 

京都府乙訓郡大山崎町 0 0 

京都府久世郡久御山町 0 0 

京都府綴喜郡井手町 0 0 

京都府相楽郡精華町 0 0 

大阪府大阪市都島区 0 1 

大阪府大阪市福島区 0 0 

大阪府大阪市此花区 0 0 

大阪府大阪市港区 0 0 

大阪府大阪市大正区 0 0 

大阪府大阪市浪速区 0 0 

大阪府大阪市西淀川区 0 0 

大阪府大阪市東淀川区 2 6 

大阪府大阪市東成区 0 0 

大阪府大阪市生野区 0 0 

大阪府大阪市旭区 0 1 

大阪府大阪市城東区 0 0 

大阪府大阪市東住吉区 0 0 

大阪府大阪市西成区 0 0 

大阪府大阪市淀川区 1 9 

大阪府大阪市鶴見区 0 0 

大阪府大阪市住之江区 0 0 

大阪府大阪市平野区 0 0 

大阪府大阪市北区 2 9 

大阪府大阪市中央区 0 0 

市区町村 P1 P2

大阪府豊中市 11 20 

大阪府池田市 0 0 

大阪府吹田市 9 20 

大阪府高槻市 163 109 

大阪府守口市 0 0 

大阪府枚方市 61 54 

大阪府茨木市 125 96 

大阪府寝屋川市 7 9 

大阪府大東市 0 0 

大阪府箕面市 5 7 

大阪府門真市 0 0 

大阪府摂津市 4 6 

大阪府東大阪市 0 0 

大阪府四條畷市 0 0 

大阪府交野市 0 1 

大阪府三島郡島本町 8 6 

兵庫県尼崎市 6 9 

兵庫県西宮市 0 0 

兵庫県伊丹市 0 1 

兵庫県川西市 0 0 

奈良県奈良市 0 0 

奈良県大和郡山市 0 0 

表 6.8.1-16  市区町村別推定入院者数（人）

市区町村 P1 P2

京都府京都市中京区 0 0 

京都府京都市南区 0 0 

京都府京都市伏見区 0 0 

京都府京都市西京区 0 0 

京都府宇治市 0 0 

京都府亀岡市 0 0 

京都府城陽市 0 0 

京都府向日市 0 0 

京都府長岡京市 0 0 

京都府八幡市 0 0 

京都府京田辺市 0 0 

京都府木津川市 0 0 

京都府乙訓郡大山崎町 0 0 

京都府久世郡久御山町 0 0 

京都府綴喜郡井手町 0 0 

京都府相楽郡精華町 0 0 

大阪府大阪市都島区 0 0 

大阪府大阪市福島区 0 0 

大阪府大阪市此花区 0 0 

大阪府大阪市港区 0 0 

大阪府大阪市大正区 0 0 

大阪府大阪市浪速区 0 0 

大阪府大阪市西淀川区 0 0 

大阪府大阪市東淀川区 0 0 

大阪府大阪市東成区 0 0 

大阪府大阪市生野区 0 0 

大阪府大阪市旭区 0 0 

大阪府大阪市城東区 0 0 
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市区町村 P1 P2

大阪府大阪市東住吉区 0 0 

大阪府大阪市西成区 0 0 

大阪府大阪市淀川区 0 0 

大阪府大阪市鶴見区 0 0 

大阪府大阪市住之江区 0 0 

大阪府大阪市平野区 0 0 

大阪府大阪市北区 0 0 

大阪府大阪市中央区 0 0 

大阪府豊中市 1 1 

大阪府池田市 0 0 

大阪府吹田市 0 1 

大阪府高槻市 8 5 

大阪府守口市 0 0 

大阪府枚方市 3 2 

大阪府茨木市 7 4 

大阪府寝屋川市 0 0 

大阪府大東市 0 0 

大阪府箕面市 0 0 

大阪府門真市 0 0 

大阪府摂津市 0 0 

大阪府東大阪市 0 0 

大阪府四條畷市 0 0 

大阪府交野市 0 0 

大阪府三島郡島本町 0 0 

兵庫県尼崎市 0 0 

兵庫県西宮市 0 0 

兵庫県伊丹市 0 0 

兵庫県川西市 0 0 

奈良県奈良市 0 0 

奈良県大和郡山市 0 0 

図 6.8.1-40  人的被害分布 死者数 P1

図 6.8.1-41  人的被害分布 死者数 P2

図 6.8.1-42  人的被害分布 死者数 P3
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図 6.8.1-43  人的被害分布 死者数 P4

図 6.8.1-44  人的被害分布 死者数 P5

図 6.8.1-45  人的被害分布 死者数 P6

図 6.8.1-46  人的被害分布 重傷者数 P1

図 6.8.1-47  人的被害分布 重傷者数 P2

図 6.8.1-48  人的被害分布 重傷者数 P3
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図 6.8.1-49  人的被害分布 重傷者数 P4

図 6.8.1-50  人的被害分布 重傷者数 P5

図 6.8.1-51  人的被害分布 重傷者数 P6

図 6.8.1-52  人的被害分布 負傷者数 P1

図 6.8.1-53  人的被害分布 負傷者数 P2

図 6.8.1-54  人的被害分布 負傷者数 P3
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図 6.8.1-55  人的被害分布 負傷者数 P4

図 6.8.1-56  人的被害分布 負傷者数 P5

図 6.8.1-57  人的被害分布 負傷者数 P6

図 6.8.1-58  人的被害分布 脱出困難者数 P1

図 6.8.1-59  人的被害分布 脱出困難者数 P2

図 6.8.1-60  人的被害分布 避難者数 P1
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図 6.8.1-61  人的被害分布 避難者数 P2

図 6.8.1-62  人的被害分布 入院者数 P3

図 6.8.1-63  人的被害分布 入院者数 P4

6.8.2   北海道胆振東部地震（2018 年 9 月 6 日発生）

(1) 地震動推定結果

震度，最大速度，最大加速度，加速度応答スペク

トル，疑似速度応答スペクトルの周期帯 0.5 ～ 1.5
秒の平均値および，周期帯 1.0 ～ 2.0 秒の平均値（そ

れぞれ木造疑似速度応答スペクトル，非木造疑似速

度応答スペクトルと記す）の推定分布をそれぞれ図

6.8.2-1 ～図 6.8.2-11 に示す．

図 6.8.2-1 震度分布

図 6.8.2-2  最大速度分布

図 6.8.2-3  最大加速度分布
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図 6.8.2-4  加速度応答スペクトル（周期 0.5 秒）分布

図 6.8.2-5  加速度応答スペクトル（周期 0.75 秒）分布

図 6.8.2-6  加速度応答スペクトル（周期 1.0 秒）分布

図 6.8.2-7  加速度応答スペクトル（周期 1.25 秒）分布

図 6.8.2-8  加速度応答スペクトル（周期 1.5 秒）分布

図 6.8.2-9  加速度応答スペクトル（周期 2.0 秒）分布
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図 6.8.2-10  木造疑似速度応答スペクトル分布

図 6.8.2-11  非木造疑似速度応答スペクトル分布
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(2) 震度曝露人口推定結果

都道府県別の震度曝露人口推定結果と市区町村別

の震度曝露人口推定結果をそれぞれ表 6.8.2-1，表

6.8.2-2 に示す（人口分布データについては 6.3.1 を参

照のこと）．250 m メッシュ震度曝露人口推定分布

を図 6.8.2-12 ～図 6.8.2-23 に示す．

表 6.8.2-1  都道府県別震度曝露人口

都道府県

地震発生時刻 昼間 夜間

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

北海道 2,022,685 899,497 61,904 19,842 1,896,663 834,502 70,878 26,923 2,056,743 927,625 68,401 22,896

表 6.8.2-2  市区町村別震度曝露人口

市区町村

地震発生時刻 昼間 夜間

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

震度 5 弱

以上

震度 5 強

以上

震度 6 弱

以上

震度 6 強

以上

北海道札幌市中央区 9,572 0 0 0 15,068 0 0 0 9,112 0 0 0

北海道札幌市北区 277,082 186,352 0 0 256,167 144,710 0 0 279,593 189,931 0 0

北海道札幌市東区 250,511 110,216 0 0 214,452 92,470 0 0 245,965 108,573 0 0

北海道札幌市白石区 162,173 48,850 0 0 133,774 45,040 0 0 152,563 49,368 0 0

北海道札幌市豊平区 74,426 0 0 0 62,011 0 0 0 78,771 0 0 0

北海道札幌市南区 3,386 0 0 0 2,484 0 0 0 3,513 1 0 0

北海道札幌市西区 56,614 922 0 0 53,796 5,816 0 0 56,289 1,560 0 0

北海道札幌市厚別区 124,723 24,450 0 0 107,659 20,297 0 0 125,956 25,093 0 0

北海道札幌市手稲区 104,225 66,095 0 0 82,854 52,495 0 0 106,205 66,647 0 0

北海道札幌市清田区 112,907 0 0 0 90,066 0 0 0 115,238 0 0 0

北海道函館市 4,104 0 0 0 3,598 0 0 0 3,908 0 0 0

北海道小樽市 8,589 1 0 0 17,571 0 0 0 9,794 0 0 0

北海道室蘭市 44,353 2 0 0 51,976 6 0 0 43,775 0 0 0

北海道夕張市 1,666 15 1 0 1,969 39 5 0 2,035 37 3 0

北海道岩見沢市 56,538 7,148 0 0 57,067 6,517 0 0 60,489 8,190 0 0

北海道苫小牧市 170,817 164,717 29,527 581 176,336 167,878 28,807 3,141 173,366 165,998 29,774 878

北海道美唄市 2,306 127 0 0 2,833 156 0 0 3,059 205 0 0

北海道江別市 120,684 27,676 0 0 111,124 28,221 0 0 124,094 31,285 0 0

北海道三笠市 7,491 895 0 0 8,198 1,910 0 0 8,149 1,099 0 0

北海道千歳市 89,685 89,669 3,641 472 92,585 92,384 6,220 1,077 93,554 93,441 5,570 874

北海道登別市 47,719 22,910 0 0 43,896 19,099 0 0 48,810 22,171 0 0

北海道恵庭市 66,527 65,726 0 0 67,421 62,376 0 0 69,385 68,358 0 0

北海道伊達市 2,003 9 0 0 2,872 99 0 0 2,465 71 0 0

北海道北広島市 59,370 6,292 0 0 56,833 3,972 0 0 60,924 6,577 0 0

北海道石狩市 56,287 10,094 0 0 57,769 11,317 0 0 55,943 12,088 0 0

北海道石狩郡当別町 6,731 5,288 0 0 8,073 4,467 0 0 8,009 5,686 0 0

北海道石狩郡新篠津村 2,743 1,892 0 0 3,507 2,491 0 0 3,500 2,459 0 0

北海道茅部郡鹿部町 445 0 0 0 303 0 0 0 406 0 0 0

北海道茅部郡森町 54 0 0 0 66 0 0 0 102 0 0 0

北海道虻田郡喜茂別町 0 0 0 0 6 0 0 0 8 0 0 0

北海道余市郡余市町 177 0 0 0 91 0 0 0 131 0 0 0

北海道空知郡南幌町 7,689 1,082 0 0 7,611 1,776 0 0 8,779 1,411 0 0

北海道夕張郡由仁町 4,323 3,440 1,742 768 5,137 4,067 2,179 928 4,965 3,922 2,123 950

北海道夕張郡長沼町 9,408 5,405 168 32 10,927 6,911 325 109 11,269 6,667 256 45

北海道夕張郡栗山町 11,667 4,049 242 13 13,459 5,556 865 26 12,789 4,842 423 30

北海道樺戸郡月形町 1,659 653 0 0 2,403 1,218 0 0 2,284 1,185 0 0

北海道樺戸郡浦臼町 0 0 0 0 7 0 0 0 7 0 0 0

北海道空知郡中富良野町 358 0 0 0 320 0 0 0 427 0 0 0
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図 6.8.2-12  震度曝露人口震度 5 弱以上（地震発生時）分布

図 6.8.2-13  震度曝露人口震度 5 強以上（地震発生時）分布

図 6.8.2-14  震度曝露人口震度 6 弱以上（地震発生時）分布

図 6.8.2-15  震度曝露人口震度 6 強以上（地震発生時）分布

図 6.8.2-16  震度曝露人口震度 5 弱以上（昼間）分布

図 6.8.2-17  震度曝露人口震度 5 強以上（昼間）分布



全国を概観するリアルタイム地震被害推定・状況把握システムの開発－藤原ほか

－231－

図 6.8.2-18  震度曝露人口震度 6 弱以上（昼間）分布

図 6.8.2-19  震度曝露人口震度 6 強以上（昼間）分布

図 6.8.2-20  震度曝露人口震度 5 弱以上（夜間）分布

図 6.8.2-21  震度曝露人口震度 5 強以上（夜間）分布

図 6.8.2-22  震度曝露人口震度 6 弱以上（夜間）分布

図 6.8.2-23  震度曝露人口震度 6 強以上（夜間）分布
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(3) 建物被害推定結果

都道府県別の建物被害推定結果を表 6.8.2-3 に示

す．市区町村別の建物被害推定結果を表 6.8.2-4 に

示す．250 m メッシュ推定分布結果を図 6.8.2-24 ～

図 6.8.2-39 に示す．

表 6.8.2-3  都道府県別推定建物被害（棟数）

都道府県

M1 M2 M3 M4 M5 M6 M7 M8

全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊

北海道 3,656 10,107 2,111 5,008 3,471 13,064 2,033 4,326 3,815 11,039 1,822 5,008 2,234 6,667 1,705 12,291 

表 6.8.2-4  市区町村別推定建物被害（棟数）

都道府県

M1 M2 M3 M4 M5 M6 M7 M8

全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊 全壊 全半壊

北海道札幌市中央区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

北海道札幌市北区 1 28 0 14 0 51 0 14 1 31 5 14 0 0 1 28 

北海道札幌市東区 0 19 0 9 0 33 0 9 1 20 3 9 0 0 0 19 

北海道札幌市白石区 0 9 0 6 0 23 0 6 0 10 2 6 0 0 0 9 

北海道札幌市豊平区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

北海道札幌市西区 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

北海道札幌市厚別区 0 7 0 2 0 8 0 2 0 8 1 2 0 0 0 7 

北海道札幌市手稲区 0 8 0 4 0 13 0 4 0 9 1 4 0 0 0 8 

北海道札幌市清田区 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

北海道小樽市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

北海道室蘭市 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 

北海道夕張市 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

北海道岩見沢市 0 10 0 1 0 4 0 1 0 9 0 1 0 0 0 10 

北海道苫小牧市 94 840 70 215 131 724 60 216 117 989 91 215 16 111 94 840 

北海道美唄市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

北海道江別市 1 28 0 15 0 49 0 15 1 28 5 15 0 0 1 28 

北海道三笠市 0 1 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

北海道千歳市 71 349 69 198 131 601 70 194 80 390 104 198 45 239 71 349 

北海道登別市 0 17 0 4 0 11 0 4 0 19 1 4 0 0 0 17 

北海道恵庭市 1 16 0 13 0 47 0 13 1 16 4 13 0 0 1 16 

北海道北広島市 0 5 0 2 0 6 0 2 0 6 1 2 0 0 0 5 

北海道石狩市 0 6 0 3 0 11 0 3 0 6 1 3 0 0 0 6 

北海道石狩郡当別町 0 2 0 1 0 3 0 1 0 1 0 1 0 0 0 2 

北海道石狩郡新篠津村 0 3 0 1 0 3 0 1 0 3 0 1 0 0 0 3 

北海道空知郡南幌町 0 2 0 1 0 4 0 1 0 1 0 1 0 0 0 2 

北海道夕張郡由仁町 152 573 61 150 111 506 58 132 128 533 67 150 21 124 152 573 

北海道夕張郡長沼町 6 34 4 13 6 46 4 13 6 32 6 13 1 5 6 34 

北海道夕張郡栗山町 9 66 4 13 7 47 4 13 8 58 6 13 0 4 9 66 

北海道樺戸郡月形町 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 

北海道白老郡白老町 0 16 0 5 0 11 0 5 0 17 1 5 0 0 0 16 

北海道勇払郡厚真町 531 1,606 257 620 459 1,912 245 537 506 1,673 240 620 138 690 531 1,606 

北海道勇払郡安平町 1,218 2,639 803 1,878 1,292 4,595 833 1,644 1,408 3,222 597 1,878 1,074 3,060 1,218 2,639 

北海道勇払郡むかわ町 1,537 3,368 820 1,774 1,292 4,107 739 1,425 1,519 3,528 656 1,774 938 2,429 1,537 3,368 

北海道沙流郡日高町 30 362 20 53 35 202 18 56 32 351 23 53 1 5 30 362 

北海道沙流郡平取町 5 77 4 13 6 44 3 13 5 66 5 13 0 1 5 77 

北海道新冠郡新冠町 0 6 0 1 0 2 0 1 0 6 0 1 0 0 0 6 

北海道日高郡新ひだか町 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 
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図 6.8.2-24  建物被害分布 全壊棟数 M1

図 6.8.2-25  建物被害分布 全壊棟数 M2

図 6.8.2-26  建物被害分布 全壊棟数 M3

図 6.8.2-27  建物被害分布 全壊棟数 M4

図 6.8.2-28  建物被害分布 全壊棟数 M5

図 6.8.2-29  建物被害分布 全壊棟数 M6
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図 6.8.2-30  建物被害分布 全壊棟数 M7

図 6.8.2-31  建物被害分布 全壊棟数 M8

図 6.8.2-32  建物被害分布 全半壊棟数 M1

図 6.8.2-33  建物被害分布 全半壊棟数 M2

図 6.8.2-34  建物被害分布 全半壊棟数 M3

図 6.8.2-35  建物被害分布 全半壊棟数 M4
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図 6.8.2-36  建物被害分布 全半壊棟数 M5

図 6.8.2-37  建物被害分布 全半壊棟数 M6

図 6.8.2-38  建物被害分布 全半壊棟数 M7

図 6.8.2-39  建物被害分布 全半壊棟数 M8

(4) 人的被害推定結果

都道府県別の人的被害推定結果を表 6.8.2-5 ～表

6.8.2-10 に示す．市区町村別の人的被害推定結果を

表 6.8.2-11 ～表 6.8.2-16 に示す．250 m メッシュ人

的被害分布を図 6.8.2-40 ～図 6.8.2-63 に示す．

表 6.8.2-5  都道府県別推定死者数（人）

都道府県 P1 P2 P3 P4 P5 P6

北海道 243 91 53 24 39 35

表 6.8.2-6  都道府県別推定重傷者数（人）

都道府県 P1 P2 P3 P4 P5 P6

北海道 385 197 64 30 175 43

表 6.8.2-7  都道府県別推定負傷者数（人）

都道府県 P1 P2 P3 P4 P5 P6

北海道 1,874 950 424 118 585 355 

表 6.8.2-8  都道府県別推定脱出困難者数（人）

都道府県 P1 P2

北海道 371 185

表 6.8.2-9  都道府県別推定避難者数（人）

都道府県 P1 P2

北海道 4,432 2,135 

表 6.8.2-10  都道府県別推定入院者数（人）

都道府県 P3 P4 P6

北海道 18 8 0
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表 6.8.2-11  市区町村別推定死者数（人）

市区町村 P1 P2 P3 P4 P5 P6

北海道札幌市中央区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市北区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市東区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市白石区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市豊平区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市西区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市厚別区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市手稲区 0 0 0 0 0 0

北海道岩見沢市 0 0 0 0 0 0

北海道苫小牧市 5 3 2 2 0 1

北海道江別市 0 0 0 0 0 0

北海道千歳市 3 2 1 1 0 0

北海道登別市 0 0 0 0 0 0

北海道恵庭市 0 0 0 0 0 0

北海道北広島市 0 0 0 0 0 0

北海道石狩市 0 0 0 0 0 0

北海道石狩郡当別町 0 0 0 0 0 0

北海道石狩郡新篠津村 0 0 0 0 0 0

北海道空知郡南幌町 0 0 0 0 0 0

北海道夕張郡由仁町 10 3 1 1 1 1

北海道夕張郡長沼町 0 0 0 0 0 0

北海道夕張郡栗山町 1 0 0 0 0 0

北海道白老郡白老町 0 0 0 0 0 0

北海道勇払郡厚真町 34 11 5 2 3 2

北海道勇払郡安平町 81 31 20 9 17 16

北海道勇払郡むかわ町 106 38 23 9 18 15

北海道沙流郡日高町 2 1 1 0 0 0

北海道沙流郡平取町 0 0 0 0 0 0

北海道新冠郡新冠町 0 0 0 0 0 0

北海道日高郡新ひだか町 0 0 0 0 0 0

表 6.8.2-12  市区町村別推定重傷者数（人）

市区町村 P1 P2 P3 P4 P5 P6

北海道札幌市中央区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市北区 0 1 0 0 0 0

北海道札幌市東区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市白石区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市豊平区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市西区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市厚別区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市手稲区 0 0 0 0 0 0

北海道岩見沢市 0 0 0 0 0 0

北海道苫小牧市 10 12 2 2 3 1

北海道江別市 0 0 0 0 0 0

北海道千歳市 8 11 1 1 1 0

北海道登別市 0 0 0 0 0 0

北海道恵庭市 0 0 0 0 0 0

北海道北広島市 0 0 0 0 0 0

北海道石狩市 0 0 0 0 0 0

北海道石狩郡当別町 0 0 0 0 0 0

北海道石狩郡新篠津村 0 0 0 0 0 0

市区町村 P1 P2 P3 P4 P5 P6

北海道空知郡南幌町 0 0 0 0 0 0

北海道夕張郡由仁町 16 8 2 1 4 1

北海道夕張郡長沼町 1 1 0 0 0 0

北海道夕張郡栗山町 1 1 0 0 0 0

北海道白老郡白老町 0 0 0 0 0 0

北海道勇払郡厚真町 49 26 6 3 13 3

北海道勇払郡安平町 132 65 24 11 75 20

北海道勇払郡むかわ町 164 70 28 11 77 18

北海道沙流郡日高町 3 3 1 0 2 0

北海道沙流郡平取町 1 1 0 0 0 0

北海道新冠郡新冠町 0 0 0 0 0 0

北海道日高郡新ひだか町 0 0 0 0 0 0

表 6.8.2-13  市区町村別推定負傷者数（人）

市区町村 P1 P2 P3 P4 P5 P6

北海道札幌市中央区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市北区 6 4 4 1 0 3

北海道札幌市東区 4 2 3 1 0 2

北海道札幌市白石区 2 2 1 0 0 1

北海道札幌市豊平区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市西区 0 0 0 0 0 0

北海道札幌市厚別区 1 1 1 0 0 1

北海道札幌市手稲区 2 1 1 0 0 1

北海道岩見沢市 2 0 1 0 0 1

北海道苫小牧市 153 46 70 8 10 58

北海道江別市 5 2 2 0 0 2

北海道千歳市 66 37 17 4 5 14

北海道登別市 3 1 1 0 0 1

北海道恵庭市 3 1 1 1 0 1

北海道北広島市 1 0 1 0 0 0

北海道石狩市 1 0 1 0 0 0

北海道石狩郡当別町 0 0 0 0 0 0

北海道石狩郡新篠津村 1 0 0 0 0 0

北海道空知郡南幌町 0 0 0 0 0 0

北海道夕張郡由仁町 109 30 17 3 15 15

北海道夕張郡長沼町 7 2 1 0 0 1

北海道夕張郡栗山町 12 3 1 0 0 1

北海道白老郡白老町 3 1 1 0 0 1

北海道勇払郡厚真町 265 110 42 10 43 31

北海道勇払郡安平町 507 361 106 42 248 88

北海道勇払郡むかわ町 635 334 129 45 255 115

北海道沙流郡日高町 68 10 20 2 6 17

北海道沙流郡平取町 16 2 3 0 1 2

北海道新冠郡新冠町 1 0 0 0 0 0

北海道日高郡新ひだか町 0 0 0 0 0 0

表 6.8.2-14  市区町村別推定脱出困難者数（人）

市区町村 P1 P2

北海道札幌市中央区 0 0

北海道札幌市北区 0 2

北海道札幌市東区 0 1



全国を概観するリアルタイム地震被害推定・状況把握システムの開発－藤原ほか

－237－

市区町村 P1 P2

北海道札幌市白石区 0 0

北海道札幌市豊平区 0 0

北海道札幌市西区 0 0

北海道札幌市厚別区 0 0

北海道札幌市手稲区 0 0

北海道岩見沢市 0 0

北海道苫小牧市 13 12

北海道江別市 0 0

北海道千歳市 4 5

北海道登別市 0 0

北海道恵庭市 0 0

北海道北広島市 0 0

北海道石狩市 0 0

北海道石狩郡当別町 0 0

北海道石狩郡新篠津村 0 0

北海道空知郡南幌町 0 0

北海道夕張郡由仁町 10 4

北海道夕張郡長沼町 0 0

北海道夕張郡栗山町 0 0

北海道白老郡白老町 0 0

北海道勇払郡厚真町 32 16

北海道勇払郡安平町 141 67

北海道勇払郡むかわ町 165 71

北海道沙流郡日高町 4 3

北海道沙流郡平取町 0 0

北海道新冠郡新冠町 0 0

北海道日高郡新ひだか町 0 0

表 6.8.2-15  市区町村別推定避難者数（人）

市区町村 P1 P2

北海道札幌市中央区 0 0

北海道札幌市北区 13 19

北海道札幌市東区 9 12

北海道札幌市白石区 4 7

北海道札幌市豊平区 0 0

北海道札幌市西区 1 0

北海道札幌市厚別区 4 4

北海道札幌市手稲区 4 6

北海道岩見沢市 2 1

北海道苫小牧市 301 139

北海道江別市 8 9

北海道千歳市 87 80

北海道登別市 5 3

北海道恵庭市 5 11

北海道北広島市 2 2

北海道石狩市 2 2

北海道石狩郡当別町 0 1

北海道石狩郡新篠津村 0 0

北海道空知郡南幌町 0 0

北海道夕張郡由仁町 122 44

北海道夕張郡長沼町 4 3

市区町村 P1 P2

北海道夕張郡栗山町 7 3

北海道白老郡白老町 3 2

北海道勇払郡厚真町 436 170

北海道勇払郡安平町 1,518 802

北海道勇払郡むかわ町 1,794 784

北海道沙流郡日高町 88 29

北海道沙流郡平取町 10 4

北海道新冠郡新冠町 1 1

北海道日高郡新ひだか町 0 0

表 6.8.2-16  市区町村別推定入院者数（人）

市区町村 P3 P4

北海道札幌市中央区 0 0

北海道札幌市北区 0 0

北海道札幌市東区 0 0

北海道札幌市白石区 0 0

北海道札幌市豊平区 0 0

北海道札幌市西区 0 0

北海道札幌市厚別区 0 0

北海道札幌市手稲区 0 0

北海道岩見沢市 0 0

北海道苫小牧市 1 1

北海道江別市 0 0

北海道千歳市 0 0

北海道登別市 0 0

北海道恵庭市 0 0

北海道北広島市 0 0

北海道石狩市 0 0

北海道石狩郡当別町 0 0

北海道石狩郡新篠津村 0 0

北海道空知郡南幌町 0 0

北海道夕張郡由仁町 0 0

北海道夕張郡長沼町 0 0

北海道夕張郡栗山町 0 0

北海道白老郡白老町 0 0

北海道勇払郡厚真町 2 1

北海道勇払郡安平町 7 3

北海道勇払郡むかわ町 8 3

北海道沙流郡日高町 0 0

北海道沙流郡平取町 0 0

北海道新冠郡新冠町 0 0

北海道日高郡新ひだか町 0 0
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図 6.8.2-40  人的被害分布 死者数 P1

図 6.8.2-41  人的被害分布 死者数 P2

図 6.8.2-42  人的被害分布 死者数 P3

図 6.8.2-43  人的被害分布 死者数 P4

図 6.8.2-44  人的被害分布 死者数 P5

図 6.8.2-45  人的被害分布 死者数 P6
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図 6.8.2-46  人的被害分布 重傷者数 P1

図 6.8.2-47  人的被害分布 重傷者数 P2

図 6.8.2-48  人的被害分布 重傷者数 P3

図 6.8.2-49  人的被害分布 重傷者数 P4

図 6.8.2-50  人的被害分布 重傷者数 P5

図 6.8.2-51  人的被害分布 重傷者数 P6
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図 6.8.2-52  人的被害分布 負傷者数 P1

図 6.8.2-53  人的被害分布 負傷者数 P2

図 6.8.2-54  人的被害分布 負傷者数 P3

図 6.8.2-55  人的被害分布 負傷者数 P4

図 6.8.2-56  人的被害分布 負傷者数 P5

図 6.8.2-57  人的被害分布 負傷者数 P6
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図 6.8.2-58  人的被害分布 脱出困難者数 P1

図 6.8.2-59  人的被害分布 脱出困難者数 P2

図 6.8.2-60  人的被害分布 避難者数 P1

図 6.8.2-61  人的被害分布 避難者数 P2

図 6.8.2-62  人的被害分布 入院者数 P3

図 6.8.2-63  人的被害分布 入院者数 P4
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